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   は じ め に

 本市は令和５年10月１日現在、総人口が107,930人、65歳以上人口は41,537人、高齢化率は38.5％

となっております。３年前と比較すると、総人口は5,947人の減少、65歳以上人口は314人減少、高

齢化率は1.7ポイント上昇し、まさに少子高齢化が進んでいる状況にあり、全国よりも速いペース

となっております。また、一関市人口ビジョンを基にした本計画での独自推計では、令和22年（2040

年）には、総人口は82,044人、65歳以上人口は34,839人で、高齢化率は42.5％になると推計してお

ります。 

 毎年10月１日を基準日として市が行っている「在宅高齢者実態調査」では、ひとり暮らし高齢者

や高齢者のみの世帯は年々増加しており、一関地区広域行政組合で取りまとめている「認知症高齢

者等の日常生活自立度調査」では、認知症の人が増加している状況にあります。 

 今後もひとり暮らし高齢者や要介護高齢者の増加が見込まれる中、高齢や要介護状態になっても、

住み慣れた地域で自分らしく安心して生活を送ることができるよう、地域包括ケアシステムを推進

するとともに、一人ひとりが役割を持って活躍できる地域社会を実現していくことが望まれており

ます。 

 本計画では、「誰一人取り残さない」というＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の実現に向け、計

画の基本理念である「みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち“いちのせき”」を目指し、「健

康づくりと介護予防・フレイル予防の推進」「生きがいづくりと社会参加の推進」「地域の見守りや

支え合いの基盤づくり」「サービスの充実」「認知症の人への支援策の推進」の５つの重点施策を掲

げ、高齢者の健康づくり、高齢者の社会参加、地域の見守りや支え合いの推進、認知症に対する正

しい理解と知識の普及などの事業に取り組んでいくこととしております。 

 これらの実現のためには、行政はもとより、市民（地域）、事業者、関係機関が連携し実現に向

けて取り組んでいくことが必要と考えておりますので、皆様の一層のご理解、ご協力をお願い申し

上げます。 

 結びに、本計画の策定に当たり、高齢者福祉計画策定委員の皆様、保健福祉関係者の皆様から、

多大なるご協力をいただきましたことに対し、感謝申し上げます。 

  令和６年３月 

一関市長 佐 藤 善 仁   



一 関 市 高 齢 者 福 祉 計 画 
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◎ 高齢者福祉計画は、豊かで活力に満ちた長寿社会の実現を目指し、高齢者ニーズにきめ細かく

対応した福祉サービスの提供について、本市が目指すべき基本的な方針及びその実現に向かって

取り組むべき施策を明らかにするため策定するものです。 

  一関市総合計画を最上位計画とし、一関市地域福祉計画の理念のもとに、令和８年度（2026年

度）を目標とする「一関市高齢者福祉計画」を策定します。 

◎ 高齢化が急速に進行していく中で、本市においても約４割が高齢者という、超高齢社会を迎え

ています。高齢者が健康でいきいきとした生活を送るためには、自ら健康づくりと生きがいづく

りに努め、また、介護が必要になった場合でも、質の高い介護サービスを受けられるとともに、

住み慣れた地域で生活が続けられるよう、地域全体で支え合う豊かな地域社会の実現が求められ

ています。 

◎ 併せて、制度や分野などの縦割りや支え手・受け手という関係を越えて、地域住民や地域の多

様な主体が、我が事として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて、丸ごとつながるこ

とで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会の実現が求め

られています。 

◎ 高齢者の置かれている現状として、人口減少、少子高齢化の進行により、ひとり暮らしや高齢

者のみ世帯が増加しています。また、医療ニーズの高い高齢者や重度の要介護者、認知症の人の

増加なども見込まれており、高齢者一人ひとりの状況に応じた、きめ細かな対応が必要となって

います。 

◎ また、質の高い介護サービスを持続的に提供するため、介護サービス事業所等における介護人

材の定着、確保や多様な介護ニーズに対応できる介護の担い手の育成に積極的に取り組んでいく

ことが重要です。 

◎ このような中で、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるようにするた

めには、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケア

システム」の推進に向けて、継続的に取り組んでいく必要があります。 

  そのためには、医療と介護の連携をさらに充実させていくとともに、行政、地域、関係機関、

事業者などがこれまで以上に連携し、高齢者の生活を支えていくことが重要です。 

第１ 計画策定の趣旨
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地域包括ケアシステムのイメージ 

◎ 高齢者福祉施策の推進においては、成人期からの健康づくりや疾病予防等が極めて緊密に関連

することから、成人や高齢者を対象とした保健施策についても本計画に含め策定するものです。 

◎ また、本計画は、一関地区広域行政組合の第９期介護保険事業計画との整合性を図るとともに、

前期計画期間内における事務事業の進捗状況や成果などを踏まえ、前期計画を適宜見直し、策定

するものです。 

◎ なお、少子高齢化の進展による人口減少など様々な課題が懸念されることから、本計画は、人々

が安心して暮らせる持続可能なまちづくりを推進していくため、ＳＤＧｓを意識して策定するこ

ととします。 

≪ＳＤＧｓとの関係≫ 

ＳＤＧｓ(Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標)は、「誰一人取り残さない」持続可能でよりよい

社会の実現を目指す世界共通の目標であり、2015年の国連サミットにおいて全ての加盟国が合意した「持続可能

な開発のための2030アジェンダ」の中で掲げられました。2030年を達成年限とし、17の目標(ゴール)と169のター

ゲットから構成されています。 

本計画は、この取り組みのうち以下の３つの目標に関係するため、これらの目標達成に向けて、本計画にて設定

する取り組みを進めてまいります。 
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◎ 高齢者福祉計画は、豊かで活力に満ちた長寿社会の実現を目指し、高齢者ニーズにきめ細かく

対応した福祉サービスの提供について、本市が目指すべき基本的な方針及びその実現に向かって

取り組むべき施策を明らかにするため策定するものであり、市民、関係機関、行政の行動指針と

なるものです。 

◎ また、この計画は、一関市総合計画を最上位計画とし、一関市地域福祉計画の理念のもとに、

老人福祉法（昭和38年法律第133号）第20条の８第１項に基づいて策定する老人福祉計画であり、

介護保険法（平成９年法律第123号）第117条第１項に基づく介護保険事業計画と整合を図りなが

ら策定するものです。 

第２ 計画の性格



- 4 -

◎ 高齢者福祉計画は本市の高齢者福祉施策の総合的指針として位置づけられ、介護保険事業計画

は、高齢者福祉計画の内容に調和と整合を図り、高齢者福祉計画に包含されるものです。 

◎ この一関市高齢者福祉計画と一関地区広域行政組合が策定する介護保険事業計画の関係につ

いては次のとおりです。 

◎ 高齢者全般に係る福祉施策のうち介護保険部分は、一関地区広域行政組合が担うこととなりま

す。 

◎ 計画期間は、令和６年度（2024年度）を初年度とし、令和８年度（2026年度）までの３年間と

します。 

第３ 高齢者福祉計画と介護保険事業計画との関係

第４ 計画の期間

◎老人福祉法（第20条の８第１項）に基づく計画 

 ○計画に掲げる事項 

  ・確保すべき老人福祉事業の量の目標 

  ・上記の量の確保のための方策 

  ・老人福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項 

高齢者福祉計画（令和６年度～令和８年度） 

実施主体：一関市 

◎介護保険法（第117条第１項）に基づく計画 

 ○計画に掲げる事項 

  ・介護給付等サービスの量の見込みと確保の方策 

  ・地域支援事業の量の見込みと確保の方策 

  ・地域包括ケアシステムの実現のための体制整備 

  に関すること            など 

第９期介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度） 

実施主体：一関地区広域行政組合 
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   「みんなが安心して暮らせる笑顔あふれるまち 

                            “いちのせき”」 

◎ 計画の策定にあたっては、一関市総合計画、一関市地域福祉計画、健康いちのせき21計画（第

二次）、一関市障がい者福祉計画、介護保険事業計画などとの整合を図るため、一関地区広域行政

組合及び庁内関係課との調整により作成したものです。 

◎ また、本計画は、一関地区広域行政組合や庁内関係課との連携はもとより、市民の方や専門分

野の方にも参加をいただき策定委員会を設置し、ご意見をうかがいながら策定したものです。 

第５ 基本理念

第６ 計画の策定体制

いきいきとした長寿のまちづくり い

地域で支え合う優しさのまちづくり ち

伸び伸びと暮らせる快適環境のまちづくり の

世代を超えたふれあい交流のまちづくり せ

希望に満ちた協働のまちづくり き
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 第１章 高齢者を取り巻く現状 

  人口、世帯などの基本的な数値など、高齢者の現状をまとめています。 

  ここで用いる数値は、一関市住民基本台帳や国勢調査などの結果を使用しています。 

 人口の状況（令和５年10月１日現在） 

 ○ 令和５年10月1日現在の一関市における総人口は107,930人で、そのうち65歳以上の高齢者は

41,537人です。 

   高齢化率（65歳以上人口の総人口に占める比率）は38.5％で、およそ４割の方が高齢者とな

っています。 

   また、75歳以上の高齢者（後期高齢者）は22,369人で、総人口に占める割合は20.7％となっ

ています。 

  ※ 前期計画策定時期（３年前：令和２年10月1日現在）と比較すると、高齢者人口は314人減

少していますが、高齢化率は1.7ポイント増加しています。 

■人口の状況（令和５年10月１日現在）                 （単位：人、％）

区  分 人 口 構成比 男 女 

総 人 口 107,930 100.0 52,612 55,318

15歳未満 10,245 9.5 5,365 4,880

生産年齢人口 56,148 52.0 29,125 27,023

15～39歳 21,071 19.5 11,110 9,961

40～64歳 35,077 32.5 18,015 17,062

高
齢
者
人
口

前期高齢者 19,168 17.8 9,596 9,572

65～69歳 8,963 8.3 4,492 4,471

70～74歳 10,205 9.5 5,104 5,101

後期高齢者 22,369 20.7 8,526 13,843

75～79歳 7,020 6.5 3,312 3,708

80～84歳 6,131 5.7 2,468 3,663

85歳以上 9,218 8.5 2,746 6,472

高齢者人口合計 41,537 38.5 18,122 23,415

資料出典：一関市住民基本台帳 令和５年10月１日現在 

65歳以上の高齢者人口は41,537人、高齢化率は38.5％です。

第１ 人口の現状分析
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 地域別人口の状況（令和５年10月１日現在） 

○ 令和５年10月１日現在における地域別の高齢化率のうち、「一関地域」を除く全ての地域が

65歳以上の高齢者の割合が40％を超えています。 

   なお、圏域別の高齢化率では、西部圏域は34.9％、東部圏域では44.1％と、高齢化率が9.2ポ

イント程度、東部圏域の方が高くなっています。 

■地域別人口の状況（令和５年10月１日現在）              （単位：人、％） 

区 分 
西部圏域 東部圏域 

一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 

総 人 口 53,971 11,921 11,823 9,778 5,835 4,350 3,211 7,041

15歳未満 5,838 1,150 855 847 468 295 243 549

15～64歳 29,994 5,910 5,441 4,924 2,902 2,061 1,527 3,389

65歳以上 18,139 4,861 5,527 4,007 2,465 1,994 1,441 3,103

前期高齢者 8,574 2,298 2,434 1,769 1,062 924 675 1,432

後期高齢者 9,565 2,563 3,093 2,238 1,403 1,070 766 1,671

高齢化率 33.6 40.8 46.7 41.0 42.2 45.8 44.9 44.1

圏域別高齢化率 34.9 44.1 

■地域別人口の状況（令和５年10月１日現在）               （単位：人、％） 

資料出典：一関市住民基本台帳 令和５年10月１日現在 

市内で最も高齢化率が高い地域は、「大東地域」で 46.7％となっており、東部圏域

の高齢化率が高い傾向となっています。
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 総人口、年齢３区分別人口の推移 

○ 平成２年からの人口推移を見ると、令和５年までの33年間で人口は36,966人減少し、15歳未

満の人口は、半数以上の16,649人減少しました。 

   一方、高齢者人口は16,326人増加し、高齢化率は約2.2倍に増加しました。 

■総人口、年齢３区分別人口の推移                   （単位：人、％） 

区 分 
平成２年

(1990) 

平成７年

(1995) 

平成12年

(2000) 

平成17年

(2005) 

平成22年

(2010) 

平成27年

(2015) 

令和２年

(2020) 

令和５年

(2023) 

33年間の

増減数 

総 人 口 144,896 143,974 140,825 135,722 127,642 121,583 113,877 107,930 △36,966

15歳未満 26,894 23,337 20,286 17,951 15,840 13,750 11,767 10,245 △16,649

15～64歳 92,791 89,757 84,860 79,283 72,936 67,024 60,259 56,148 △36,643

65歳以上 25,211 30,880 35,564 38,022 38,622 40,468 41,851 41,537 16,326

高齢化率 17.4 21.4 25.3 28.0 30.3 33.3 36.8 38.5 21.1

■総人口、年齢３区分別人口の推移                  （単位：人、％） 

  資料出典：総務省統計局国勢調査・一関市住民基本台帳 

  （注１）12年、17年、22年、27年の調査では、年齢不詳があったため合計が総人口に一致しません。 

  （注２）令和５年は一関市住民基本台帳（令和５年10月１日現在）によります。 

15～64歳 64.0% 62.3% 60.3% 58.4% 57.1% 55.1%

65歳以上 17.4% 21.5% 25.3% 28.0% 30.3% 33.3%

17.4%
21.5%

25.3%
28.0%

30.3%
33.3%

36.8%

64.0%
62.3%

60.3% 58.4%
57.1%

55.1% 52.9%

18.6% 16.2% 14.4% 13.2% 12.4% 11.3% 10.3%
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15歳未満 15～64歳 65歳以上 総人口

平成２年と令和５年を比較すると、15歳未満人口は約５分の２にまで減り、高齢

化率は2.2倍に増え、人口構造が大きく変化しました。 
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 将来における総人口、年齢３区分別人口の推計（見込み） 

○ 一関市人口ビジョンを参考に行った人口推計では、高齢者人口は令和３年度に41,916人をピ

ークに減少傾向に向かい、本計画の最終年度（令和８年度）には高齢者人口が、40,816人とな

る見込みです。 

   また、高齢化率は、令和５年（10月１日現在）は38.5％であるのに対し、令和８年には39.5％

と1.0ポイント増加する見込みとなっており、その後も引き続き高齢化率の上昇が見込まれて

います。 

■年齢３区分別人口の推計                         （単位：人、％） 

区 分 
令和２年
(2020) 

令和５年
(2023) 

令和６年
(2024) 

令和７年
(2025) 

令和８年
(2026) 

令和12年
(2030) 

令和22年
(2040) 

総 人 口 113,877 107,930 106,296 104,777 103,226 97,047 82,044

15歳未満 11,767 10,245 9,955 9,575 9,247 8,211 6,852

15～64歳 60,259 56,148 55,010 54,126 53,163 49,538 40,353

65歳以上 41,851 41,537 41,331 41,076 40,816 39,298 34,839

前期高齢者 19,427 19,168 18,665 18,055 17,526 15,494 13,173

後期高齢者 22,424 22,369 22,666 23,021 23,290 23,804 21,666

高齢化率 36.8 38.5 38.9 39.2 39.5 40.5 42.5

 ■年齢３区分別人口の推計                       （単位：人、％） 

資料出典：長寿社会課作成 

  （注１）平成27年から令和５年は、一関市住民基本台帳（各年10月1日現在）の実績数値です。 

  （注２）令和６年以降は、一関市人口ビジョンの推計値です。 

総人口は減少傾向となる中、高齢者人口は令和３年度をピークに減少傾向に向か

いますが、高齢化率は引き続き上昇する見込みです。
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 ひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯の状況 

 ○ ひとり暮らし高齢者世帯は、３年間で449世帯が増加しています。 

 ○ 夫婦など65歳以上の高齢者のみ世帯は、３年間で269世帯が増加しています。 

 ○ ひとり暮らし高齢者世帯は全世帯の12.0％、夫婦など65歳以上の高齢者のみ世帯は全世帯の

11.6％を占めており、合わせると全世帯の23.6％が高齢者のみの世帯となっています。 

■高齢者世帯の構成                        （単位：世帯数、％） 

区 分 
令和２年度 令和５年度 

３年間の 
増 減 数 

全世帯数 構成比 全世帯数 構成比 世帯数 構成比 

ひとり暮らし高
齢者 5,104 46,326 11.0 5,553 46,329 12.0 449 1.0

一 関 2,543 24,279 10.5 2,618 24,518 10.7 75 0.2

花 泉 534 4,729 11.3 603 4,700 12.8 69 1.5

大 東 662 4,993 13.3 752 4,905 15.3 90 2.0

千 厩 474 4,109 11.5 566 4,098 13.8 92 2.3

東 山 249 2,313 10.8 299 2,270 13.2 50 2.4

室 根 209 1,794 11.7 241 1,794 13.4 32 1.7

川 崎 151 1,292 11.7 161 1,274 12.6 10 0.9

藤 沢 282 2,817 10.0 313 2,770 11.3 31 1.3

高齢者のみ世帯 5,107 46,326 11.0 5,376 46,329 11.6 269 0.6

一 関 2,330 24,279 9.6 2,417 24,518 9.9 87 0.3

花 泉 517 4,729 10.9 538 4,700 11.4 21 0.5

大 東 671 4,993 13.4 700 4,905 14.3 29 0.9

千 厩 545 4,109 13.3 555 4,098 13.5 10 0.2

東 山 272 2,313 11.8 284 2,270 12.5 12 0.7

室 根 235 1,794 13.1 277 1,794 15.4 42 2.3

川 崎 164 1,292 12.7 197 1,274 15.5 33 2.8

藤 沢 373 2,817 13.2 408 2,770 14.7 35 1.5

  資料出典：在宅高齢者実態調査（長寿社会課） 各年10月１日現在 

  （注１）「在宅高齢者実態調査」は、民生委員の協力により市内に居住する65歳以上の在宅高齢者の実

態を把握し、高齢者福祉施策及び地域福祉活動の推進に役立てるため、市が独自で行っている調

査です。 

全世帯に占める、ひとり暮らし高齢者は11.6％、高齢者のみ世帯は12.0％となってい

ます。

第２ 高齢者世帯の状況
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 認知症高齢者、日中独居高齢者の状況 

 ○ 認知症高齢者は、３年間で64人増加しています。 

 ○ 援護を要する日中独居高齢者は、３年間で200人減少しています。 

 ○ 65歳以上の高齢者に占める割合は、認知症高齢者が13.4％、日中独居高齢者は0.9％になっ

ています。 

■認知症高齢者人口の構成                     （単位：人口数、％） 

区 分 
令和元年度 令和４年度 

３年間の 
増減数 

65歳 
以上人口 

構成比
65歳 

以上人口 
構成比 構成比

認知症高齢者 5,266 41,732 12.6 5,586 41,796 13.4 320 0.8

   資料出典：認知症高齢者等の日常生活自立度調査（一関地区広域行政組合）各年度３月31日現在 

   ※ 認知症高齢者については、今期計画より認知症高齢者等の日常生活自立度調査の数値を活用。 

     認知症の症状があるとされるランクⅡ以上を認知症高齢者として集計。 

■日中独居高齢者人口の構成                    （単位：人口数、％） 

区 分 
令和２年度 令和５年度 

３年間の 
増減数 

65歳 
以上人口 

構成比
65歳 
以上人口 

構成比
65歳 
以上人口 

構成比

日中独居高齢者 584 41,851 1.4 384 41,537 0.9 △200 △0.5

一 関 170 17,999 0.9 100 18,139 0.6 △70 △0.3

花 泉 91 4,952 1.9 57 4,861 1.2 △34 △0.7

大 東 75 5,613 1.3 38 5,527 0.7 △37 △0.6

千 厩 96 4,077 2.4 57 4,007 1.4 △39 △1.0

東 山 46 2,566 1.8 39 2,465 1.6 △7 △0.2

室 根 27 2,058 1.3 34 1,994 1.7 7 0.4

川 崎 34 1,455 2.3 16 1,441 1.1 △18 △1.2

藤 沢 45 3,131 1.4 43 3,103 1.4 △2 △0.0

   資料出典：在宅高齢者実態調査（長寿社会課） 各年10月１日現在 

   （注１）援護を要する日中独居高齢者とは、「介護を要する高齢者、認知症高齢者のうち、１日概ね６

時間以上独居となる人」と定義して調査をしたものです。 

65歳以上人口に占める、認知症高齢者は13.4％、援護を要する日中独居高齢者は

0.9％となっています。 
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（参考）認知症高齢者等の日常生活自立度調査による認知症者数 

 ■第１号被保険者（65歳以上）の推移

区 分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人数
（人） 

割合
（％） 

人数
（人） 

割合
（％） 

人数
（人） 

割合
（％）

人数
（人） 

割合
（％）

自立 1,811 19.9 1,858 19.2 1,779 18.5 1,557 16.8

Ⅰ 2,019 22.2 2,162 22.4 2,129 22.1 2,124 22.9

Ⅱa 526 5.8 539 5.6 540 5.6 522 5.6

Ⅱb 2,209 24.3 2,353 24.4 2,383 24.8 2,256 24.3

Ⅲa 1,709 18.8 1,839 19.1 1,851 19.2 1,872 20.2

Ⅲb 234 2.6 247 2.6 249 2.6 228 2.5

Ⅳ 565 6.2 627 6.5 675 7.0 702 7.6

Ｍ 23 0.2 23 0.2 21 0.2 6 0.1

認定者数 9,096 100.0 9,648 100.0 9,627 100.0 9,267 100.0

ランクⅡ以上 5,266 57.9 5,628 58.4 5,719 59.4 5,586 60.3

■第２号被保険者（40～64歳）の推移

区 分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人数
（人） 

割合
（％） 

人数
（人） 

割合
（％） 

人数
（人） 

割合
（％）

人数
（人） 

割合
（％）

自立 84 43.1 95 44.6 87 47.3 81 42.2

Ⅰ 28 14.4 28 13.1 22 12.0 25 13.0

Ⅱa 11 5.6 13 6.1 14 7.6 12 6.3

Ⅱb 30 15.4 36 16.9 26 14.1 30 15.6

Ⅲa 16 8.2 20 9.4 13 7.1 22 11.5

Ⅲb 2 1.0 1 0.5 1 0.5 2 1.0

Ⅳ 24 12.3 19 8.9 21 11.4 20 10.4

Ｍ 0 0.0 1 0.5 0 0.0 0 0.0

認定者数 195 100.0 213 100.0 184 100.0 192 100.0

ランクⅡ以上 83 42.5 90 42.3 75 40.7 86 44.8

■ランクⅡ以上の被保険者の推移（再掲）                （単位：人） 

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（各年度３月31日現在） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 ３年間増減数 

第1号被保険者 5,266 5,628 5,719 5,586 320

第2号被保険者 83 90 75 86 3

被保険者計 5,349 5,718 5,794 5,672 323



- 13 -

 要支援・要介護者の状況と推移 

 ○ 要支援・要介護認定者数は増加傾向となっており、令和５年９月30日現在の要支援・要介護

認定者数は9,147人で、令和２年９月30日現在と比較すると、70人減少しています。 

   また、65歳以上の高齢者に占める要支援・要介護認定者の割合（認定率）は、22.0％となっ

ており、65歳以上の高齢者約５人に１人が介護認定を受けています。 

■要支援・要介護者の状況と推移

区 分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

人数
（人）

割合
（％）

要支援１ 1,178 12.9 1,172 12.7 1,168 12.6 1,193 12.9 1,206 13.2

要支援２ 1,084 11.9 1,082 11.7 1,127 12.1 1,103 12.0 1,182 12.9

要介護１ 1,755 19.3 1,825 19.8 1,869 20.1 1,788 19.4 1,822 19.9

要介護２ 1,567 17.2 1,618 17.6 1,664 17.9 1,667 18.1 1,709 18.7

要介護３ 1,171 12.9 1,188 12.9 1,220 13.1 1,261 13.7 1,171 12.8

要介護４ 1,267 13.9 1,269 13.8 1,226 13.2 1,234 13.4 1,140 12.5

要介護５ 1,086 11.9 1,063 11.5 1,014 10.9 978 10.6 917 10.0

合  計 9,108 100.0 9,217 100.0 9,288 100.0 9,224 100.0 9,147 100.0

認 定 率 21.9（16.4） 22.0（16.6） 22.2（16.7） 22.1（16.6） 22.0（16.3）

事業対象者数 308 293 287 263 251

  ※ （ ）内は要介護者のみの認定率 

■要支援・要介護者の状況と推移                  （単位：人、％） 

 資料出典：一関地区広域行政組合作成（各年９月30日時点の一関市における数値※平泉町は含まない。） 

      事業対象者数は長寿社会課作成（各年９月30日時点） 

令和５年９月30日現在の要支援・要介護認定者数は9,147人、認定率は22.0％とな

っており、５人に１人が要支援・要介護認定を受けています。 

第３ 要支援・要介護者の状況

9,108 9,217 9,288 9,224 9,147 
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 要支援・要介護者の推計（見込み）

 ○ 要支援・要介護者の推計 

要支援・要介護認定者数の推計は、高齢化の進展に伴い要支援認定者、要介護認定者ともに

は増加する見込みで、令和12年度には9,720人と、令和５年度に比べ、573人増加すると見込ん

でいます。 

   高齢者人口は令和３年度をピークに減少に転じるものの、介護認定率の高い後期高齢者、中

でも80歳以上の高齢者数の増加により、今後も要介護（要支援）者は増加するものと見込んで

います。 

■要支援・要介護者の推計

認定区分
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和12年度 令和22年度 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

人数 

(人) 

割合 

(％) 

要支援１ 1,206 13.2 1,257 13.4 1,264 13.3 1,270 13.2 1,280 13.2 1,155 13.2

要支援２ 1,182 12.9 1,271 13.6 1,289 13.5 1,299 13.5 1,315 13.6 1,185 13.5

要介護１ 1,822 19.9 1,880 20.0 1,922 20.2 1,941 20.2 1,959 20.2 1,771 20.2

要介護２ 1,709 18.7 1,740 18.5 1,776 18.7 1,795 18.7 1,809 18.6 1,632 18.6

要介護３ 1,171 12.8 1,162 12.4 1,174 12.3 1,189 12.4 1,203 12.4 1,090 12.5

要介護４ 1,140 12.5 1,105 11.8 1,115 11.7 1,125 11.7 1,139 11.7 1,032 11.8

要介護５ 917 10.0 968 10.3 981 10.3 989 10.3 996 10.3 897 10.2

合  計 9,147 100.0 9,383 100.0 9,521 100.0 9,606 100.0 9,701 100.0 8,762 100.0

認定率 22.0(16.3) 22.7(16.6) 23.2(17.0) 23.5(17.2) 24.7(18.1) 25.1(18.4)

事業対象者数 260 260 260 260 260 260

  ※ 令和５年度の数値は、令和５年９月30日現在のものです。 

    （ ）内は要介護者のみの認定率 

■要支援・要介護者の推計                         （単位：人） 

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（一関市における数値 ※平泉町は含まない。） 

9,147 
9,383 9,521 9,608 9,701 

8,762 
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 高齢者の就業状況 

 ○ 令和２年の国勢調査における市内の就業者総数は56,355人です。そのうち65歳以上の高齢者

の就業者数は11,981人で21.3％を占めています。 

 ○ 平成27年と比較すると、15歳～64歳の就業者が減少する一方で、65歳以上の高齢者の就業者

数は、増加しています。 

■高齢者の就業状況                           （単位：人、％） 

区   分 
平成27年度 令和２年度 比 較 

人数 構成比 人数 構成比 人数 構成比 

合 計（①+②+③） 60,063 100 56,355 100 △3,708

①15～64歳就業者 49,784 82.9 44,374 78.7 △5,410 △4.2

②65～74歳就業者 7,306 12.2 9,008 16.0 1,702 3.8

男 4,501 5,506 1,005

女 2,805 3,502 697

③75歳以上就業者 2,973 4.9 2,973 5.3 0 0.4

男 1,737 1,717 △20

女 1,236 1,256 20

65歳以上高齢者の就
業者数（②+③） 10,279 11,981 1,702

(参考)65歳以上 
高齢者の就業割合 17.1 21.3 4.2

  資料出典：平成年、令和２年総務省統計局国勢調査（各基準年10月１日現在） 

 高齢者の産業別就業状況 

 ○ 就業している高齢者の約４割は第３次産業に就業し、次いで農業や林業などの第１次産業に

従事しています。また、第１次産業に就業している者のうち高齢者の割合は66.4％となってい

ます。 

 ○ 平成27年の国勢調査と比較すると、第１次産業に就業する高齢者は微減し、建設業などの第

２次産業、サービス業などの第３次産業に就業する高齢者が増加しています。 

65歳以上の高齢者の就業者数は増加傾向にあり、約５人に１人が就業し、地域

社会で元気に活躍しています。

第１次産業の就業者の３分の２が65歳以上の高齢者となっています。 

 しかし、第１次産業に就業する高齢者数は減少しており、建設業などの第２次

産業、サービス業などの第３次産業に就業する高齢者が増加傾向にあります。

第４ 高齢者の就業状況
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■高齢者の就業状況                           （単位：人、％） 

区   分 第１次産業 第２次産業 第３次産業 その他 合 計 

合   計 6,785 16,571 32,136 863 56,355

15～64歳就業者 
2,283 14,409 27,147 535 44,374

33.6％ 87.0％ 84.5％ 62.0％ 78.7％

65歳以上 
高齢者の就業者 

4,502 2,162 4,989 328 11,981

66.4％ 13.0％ 15.5％ 38.0％ 21.3％

男 2,777 1,665 2,602 179 7,233

女 1,725 497 2,387 149 4,758

65～74歳 2,798 1,891 4,113 206 9,008

男 1,744 1,488 2,160 114 5,506

女 1,054 403 1,953 92 3,502

75歳以上 1,704 271 876 122 2,973

男 1,033 177 442 65 1,717

女 671 94 434 57 1,256

65歳以上高齢者の 
産業別就業割合 37.6％ 18.0％ 41.6％ 2.7％ 100％

（参考）平成27年時65
歳以上高齢者の 
産業別就業割合 

46.6％ 15.4％ 36.4％ 1.6％ 100％

Ｈ27年時との比較 △9.0％ 2.6％ 5.2％ 1.1％

  資料出典：令和２年総務省統計局国勢調査 

  （注）その他は分類不能の産業 
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  住み慣れた地域で生活を続けることができるよう、前期計画期間においては、「健康づくりと

介護予防の推進」、「生きがいづくりの推進」、「在宅生活を支える基盤整備」、「サービスの充実」、

「認知症高齢者等支援対策の推進」を柱とし、高齢者の保健福祉サービスの充実に取り組んでき

ました。 

 健康づくりと介護予防の推進 

 〇 ここでは、高齢者等の主な保健事業・介護予防事業の実施状況等について掲載します。 

１ 健康なからだづくり 

   いくつになってもその人らしく、いきいきとした生活が送れるよう各種専門職による健康教

育、健康相談など、健康づくりや介護予防の支援を実施しています。 

① 健康教育 

    市民の健康づくりの意識を高め、主体的に生活習慣病の発症と重症化の予防に取り組むこ

とを推進するため、医師、歯科医師、薬剤師、歯科衛生士、健康運動指導士、保健師、栄養

士等が講話や実技指導を行っています。 

■健康教育の実施状況                        （単位：回、人）

年度

項目 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

回数 延参加者数 回数 延参加者数 回数 延参加者数

医師講演会 2 57 1 26 5 326

歯科医師講演会 0 0 3 57 5 173

薬剤師による健康教育 6 160 3 94 8 236

歯科衛生士による健康教育 0 0 5 133 8 140

軽体操普及推進事業 39 690 35 575 41 922

保健師等による健康教育 444 7,028 269 4,373 229 2,812

合    計 491 7,935 316 5,258 296 4,609

  資料出典：健康づくり課作成 

第５ 各種事業の取組状況
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② 健康相談 

    保健師・栄養士などが保健センターや地区集会所などで心身の健康に関する個別の相談に

応じ、必要な助言や指導を行い、健康管理への支援を行っています。 

■健康相談の実施状況                           （単位：人） 

年度

項目 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

延利用者数 延利用者数 延利用者数 

所内健康相談 1,513 1,854 2,073

所内栄養相談 12 16 19

地区健康相談 826 400 849

合    計 2,351 2,270 2,941

  資料出典：健康づくり課作成 

 ２ 各種成人検診事業 

   がん、心臓病、脳卒中、高血圧、糖尿病などの生活習慣病の予防や早期発見、早期治療に結

びつけるため、各種がん検診・循環器系健康診査・成人歯科検診を実施しています。 

① がん検診受診状況 

    胃がん・肺がん・大腸がん・乳がん検診は40歳以上の方、子宮がん検診は20歳以上の方を

対象に実施しています。 

  ■対象者及び受診者数                         （単位：人、％） 

年度

区分 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

胃がん検診 11,796 2,392 30.5 11,165 2,489 28.9 10,442 2,253 29.4

肺がん検診 13,810 3,498 25.3 13,180 3,799 28.8 12,397 3,688 29.7

大腸がん検診 13,810 3,492 25.3 13,180 3,588 27.2 12,397 3,325 26.8

子宮がん検診 7,741 1,084 25.0 7,379 1,127 22.9 6,947 1,044 23.2

乳がん検診 6,773 1,263 37.0 6,461 1,386 35.0 6,044 1,113 34.7

   資料出典：健康づくり課作成(一関市保健事業の実施状況より) 

   ※ 総受診者数は、一日人間ドックを含む市のがん検診の受診者 

   ※ 令和２年度から市のがん検診受診率は国保被保険者により算出している 

   ※ 胃がん検診、乳がん検診、子宮がん検診の受診率の計算式は以下のとおり 

     受診率＝（受診者数＋前年度受診者数－２年連続受診者数）÷対象者数×100 
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  ② 結核健診受診状況（対象者：65歳以上） 

 ■受診状況                               （単位：人、％） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

19,581 1,720 8.8 18,640 1,583 8.5 18,834 1,512 8.0

   資料出典：健康づくり課作成(一関市保健事業の実施状況より) 

③ 特定健康診査受診状況（対象者：一関市国民健康保険加入者の40歳～74歳） 

 ■受診状況                              （単位：人、％） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

19,729 7,337 37.2 19,344 8,043 41.6 18,337 7,977 43.5

   資料出典：健康づくり課作成(法定報告より) 

④ 後期高齢者の健康診査受診状況（対象者：岩手県後期高齢者医療保険加入者） 

 ■受診状況                              （単位：人、％） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

20,878 2,938 14.1 20,684 3,284 15.9 20,493 3,654 17.8

   資料出典：健康づくり課作成(一関市保健事業の実施状況より) 

  ⑤ 特定保健指導実施率 

 ■受診状況                              （単位：人、％） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

993 186 18.7 1,050 164 15.6 984 114 11.6

   資料出典：健康づくり課作成(法定報告より) 

  ⑥ 特定健診受診結果からの要医療者に対する受診勧奨 

 ■受診状況                              （単位：人、％） 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

113 80 70.8 136 96 70.6 119 93 78.2

   資料出典：健康づくり課作成 
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３ 成人歯科健診事業 

   生涯を通じて自分の歯で食生活を営み、健やかに高齢期を迎えることができるように「８０

２０運動（80歳になっても20本以上の歯を保とう）」の推進と併せて、成人歯科健診等を実施し

ています。 

   また、寝たきり等により歯科受診が困難な方に対し、歯科医師による家庭訪問歯科診療を実

施しています。 

① 成人歯科健康診査受診状況（対象者：40歳・50歳・60歳・70歳） 

 ■対象者及び受診者数                        （単位：人、％） 

区分
年度 対象者 受診者 受診率 

Ｒ２年 6,261 1,125 18.0

Ｒ３年 6,095 1,145 18.8

Ｒ４年 6,074 1,200 19.8

   資料出典：健康づくり課作成（一関市保健事業の実施状況より） 

② 後期高齢者の歯科健康診査受診状況（対象者：岩手県後期高齢者医療保険加入者の75歳） 

 ■受診状況                              （単位：人、％）

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 対象者 受診者 受診率 

1,318 237 18.0 1,026 184 17.9 1,408 282 20.0

   資料出典：岩手県後期高齢者医療広域連合 

③ 家庭訪問歯科診療実施状況 

 ■実施者数及び訪問延回数                       （単位：人、回） 

年度

区分 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実人数
訪問延

回 数

一人当り

訪問回数
実人数

訪問延

回 数

一人当り

訪問回数
実人数

訪問延

回 数

一人当り

訪問回数

人数 25 49 2.0 15 43 2.9 13 39 3.0

   資料出典：健康づくり課作成（一関市保健事業の実施状況より） 



- 21 -

４ 介護予防事業の推進 

① 介護予防・生活支援サービス事業 

    介護が必要な状態にならないように、住民等の多様な主体による地域資源を生かした多様

なサービスを実施しており、住民主体の通いの場である通所型サービスＢは微増状況にあり

ます。 

   ア 訪問介護サービス・通所介護サービス（独自サービス） 

     介護予防・日常生活支援総合事業実施前と同様の訪問介護サービスや通所介護サービス

を提供しています。 

   イ 緩和した基準による通所型サービス（通所型サービスＡ） 

     人員配置や提供時間等のサービス提供要件等を緩和した基準により実施している事業

所は１か所のみとなっています。 

   ウ 住民主体の通所型サービス（通所型サービスＢ） 

     住民主体により週１回以上、体操や運動などの介護予防に取組むサービスです。 

■実施状況                        （単位：団体、人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実施団体数 15 16 16 

延べ利用者数 7,537 8,155 8,285

      資料出典：長寿社会課作成 

   エ 短期集中予防通所型サービス（通所型サービスＣ） 

     要支援及び要介護状態になるおそれのある高齢者に対して、生活機能を改善するための

運動器の機能向上や栄養改善のプログラムを提供しています。 

■実施状況                       （単位：事業所、人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実施事業者数 0 2 2 

延べ利用者数 0 197 169

      資料出典：長寿社会課作成 
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  ② 一般介護予防事業 

 介護が必要な状態にならないように、また健康で生きがいを持った生活が送れるよう各地

区の集会所等で、65歳以上の高齢者を対象に介護予防事業を行っています。 

    住民主体による介護予防が効果的であることから、週イチ倶楽部の支援など、住民主体に

よる介護予防を促進しています。 

  ■開催状況                             （単位：回、人） 

区分・年度

地域 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実施回数 延 人 数 実施回数 延 人 数 実施回数 延 人 数 

全 域 997 11,413 1,036 11,200 1,132 12,335

   資料出典：長寿社会課作成 

   ア 週イチ倶楽部応援事業 

     いつまでも元気に住み慣れた地域で暮らすことができるよう、「いきいき百歳体操」を

中心とした運動を週１回以上実施する住民団体等を「週イチ倶楽部」とし、必要な物品の

貸し出しや専門職等による指導の支援などを行っています。 

  ■週イチ倶楽部利用状況                        （単位：団体） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

週イチ倶楽部活動団体数 62 69 73

   資料出典：健康づくり課作成 

  ③ ふれあいサロン（一関市社会福祉協議会事業） 

概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者、日中独居となる方、高齢者のみ世帯の方などを対象に、

他の高齢者等との交流を通じて、閉じこもりの防止を図るため、自治会などを単位として定期

的に開催するサロンを支援しています。 
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■開催状況                             （単位：箇所、日） 

区分・年度

地域 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

設置箇所数 開催日数 設置箇所数 開催日数 設置箇所数 開催日数 

一 関 122 843 112 896 111 1,033

花 泉 56 486 53 629 49 565

大 東 50 399 40 347 36 373

千 厩 47 442 46 397 46 469

東 山 16 179 15 169 15 198

室 根 18 118 17 140 16 156

川 崎 16 108 16 137 16 172

藤 沢 22 128 22 140 22 170

合 計 347 2,703 321 2,855 311 3,136

   資料出典：一関市社会福祉協議会作成 

 生きがいづくりの推進 

〇 ここでは、高齢者の社会参加や生きがいづくりの状況について掲載します。 

１ 元気な高齢者への活動支援 

  ① 老人福祉センター 

    老人福祉センターは、高齢者の健康増進、教養の向上及びレクリエーションなどのための

便宜を総合的に供与する施設で、老人クラブ及び各種趣味活動グループなどの研修活動やレ

クリエーション活動の場として利用されています。 

■利用状況                            （単位：日、人） 

区分・年度

施設名 

開館日数 利用者数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

一関老人福祉センター 296 (解体) － 2,248 － －

大東老人福祉センター 179 205 223 2,286 2,606 3,588

千厩老人福祉センター 246 226 219 2,469 3,184 2,798

合 計 721 431 442 7,003 5,790 6,386

    資料出典：長寿社会課作成 
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  ② 生活支援アシスタント養成講座 

    介護保険施設等で、ベッドメイキング、介護用品等の補充等の軽作業や見守りなどを行う

高齢者ボランティアを養成することを目的に、生活支援アシスタント養成講座を開催してい

ます。 

■養成講座受講状況                        （単位：人、団体） 

年度

区分 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

名簿登録者数 22 コロナ禍により講座の開催を見送ったため、

新規登録なし 登録者数累計 72 

    資料出典：長寿社会課作成 

  ③ 満百歳記念事業  

    市内に居住する満百歳を迎えた方に対し、祝い状や記念品等を贈呈しています。 

■贈呈状況                              （単位：人） 

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

Ｒ２年度 14 4 6 3 3 4 2 10 46

Ｒ３年度 29 11 12 7 5 3 2 10 79

Ｒ４年度 19 9 7 8 5 6 4 9 67

    資料出典：長寿社会課作成 

④ 敬老会開催事業 

市内に居住する80歳以上の高齢者を対象に、各地域で敬老事業を実施し、長寿をお祝いし

ています。 

■開催状況                               （単位：人） 

区分・年度
地域 

対象者数 出席者数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

一 関 6,707 6,747 6,780 新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
り

市
か
ら
対
象
者
に
記
念
品
配
布
の
み

開催形態は各地区の判

断としたが、新型コロ

ナウイルス感染症感染

防止のため集合形式で

の開催見送りを要請 

花 泉 2,029 1,984 1,958

大 東 2,469 2,414 2,366

千 厩 1,670 1,657 1,632

東 山 1,116 1,088 1,056

室 根 867 856 852

川 崎 626 620 616

藤 沢 1,340 1,314 1,301

合 計 16,824 16,680 16,561

    資料出典：長寿社会課作成 
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 ２ 雇用・就労機会の確保 

① 公益社団法人一関市シルバー人材センター 

    シルバー人材センターは、高齢者の就業活動の促進を通じて、地域の高齢者が、長年培っ

た知識・経験・技能を生かし、共に働き、共に助け合っていくことを目指し、高齢者の生き

がいの充実と地域社会の活性化を図ることを目的に活動しています。主な活動として、障子

の張り替えや草刈り、家事手伝いなどの軽作業を依頼主との請負（委託）契約により行いま

す。 

■利用状況                          （単位：人、件、円） 

年度 

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

会員数（人） 478 482 470

受託件数（件） 3,702 3,528 3,569

就業延人員（人） 25,724 25,441 26,291

総 額（円） 155,430,589 154,027,187 164,903,587

   資料出典：長寿社会課作成 

 ３ 学習機会の充実・スポーツ活動の推進 

  ① 生涯学習活動とスポーツ施設の利用状況 

高齢になってもいきいきと活力ある生活が送れるよう、市民センターを中心に高齢者大学

や各種の講座を開催し、学習意欲の向上に努めました。 

    また、スポーツ推進委員の派遣やニュースポーツの講習会等の開催により、スポーツ活動

の普及にも努めました。

  ■利用状況                              （単位：人） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市民センターにおける生涯学習活

動利用者数 
169,499 174,595 187,670

市営スポーツ施設利用者数 504,907 638,978 621,547

資料出典：いきがいづくり課・スポーツ振興課作成 

 ４ 老人クラブの支援

  ① 老人クラブの活動状況 

    老人クラブは、概ね60歳以上が会員となり、高齢者の教養の向上、健康の増進に関する活

動や地域との交流活動、レクリエーション活動などを行っています。 

    また、ひとり暮らし高齢者宅への訪問や、児童・生徒の登下校時の見守り活動など、地域

社会において、大きな役割を果たしています。 



- 26 -

■クラブ数及び加入状況                        （単位:人、％） 

区分

年度

地域 

クラブ数 会 員 数 
60歳以上の 

高齢者数 
加 入 率 

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

令和 

２年度

令和 

３年度

令和 

４年度

一関 70 59 57 2,559 2,061 1,817 22,006 21,731 22,034 11.6 9.5 8.2

花泉 34 32 28 734 680 584 5,919 5,788 5,884 12.4 11.7 9.9

大東 32 27 21 1,062 914 718 6,725 6,565 6,655 15.8 13.9 10.8

千厩 26 26 26 1,146 1,072 962 4,835 4,719 4,787 23.7 22.7 20.1

東山 22 22 22 615 576 540 3,010 2,945 2,964 20.4 19.6 18.2

室根 10 9 9 389 346 318 2,470 2,379 2,418 15.7 14.5 13.2

川崎 23 25 25 1,020 1,100 1,058 1,765 1,732 1,738 57.8 63.5 60.9

藤沢 20 19 19 774 724 702 3,790 3,692 3,739 20.4 19.6 18.8

合計 237 219 207 8,299 7,473 6,699 50,520 49,551 50,219 16.4 15.1 13.3

   資料出典：長寿社会課作成 

５ 地域・世代間交流の推進 

① 高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 

    高齢者の健康増進や生きがいづくり活動の促進、高齢者同士だけではなく世代を超えたふ

れあい活動、交流活動の促進を図るため、各種行事を市老人クラブ連合会と連携し開催して

います。 

  ■参加状況                               （単位：人） 

区分

年度 

いきいきシニア

スポーツ大会

世 代 間 

交流事業 

市長杯囲碁・

将 棋 大 会

高 齢 者 趣 味 

創作品展示会 
合 計 

Ｒ２年度 中止 100 100

Ｒ３年度 296 中止 26 500 822

Ｒ４年度 545 中止 35 125 705

    資料出典：長寿社会課作成 

    ※ 令和２年度のいきいきシニアスポーツ大会、世代間交流事業、市長杯囲碁・将棋大会、３年度

及び４年度の世代間交流事業は、新型コロナウイルス感染症防止のため中止。 

６ シニア活動プラザの活用 

  ① シニア活動プラザ運営事業 

    市街地活性化施設（なのはなプラザ）内に設置する「シニア活動プラザ」を拠点として、

シニア世代の社会参加及び社会貢献活動のきっかけづくりを促進するため、専門相談員によ

る相談窓口の開設や学習会、セミナー等の開催など、「シニア社会貢献支援事業」を一関市社

会福祉協議会に委託し、実施しています。 
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  ■利用状況                            （単位：人、団体） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

シニア活動プラザ利用者数 6,750 7,383 7,193

登録団体 69 68 50

    資料出典：長寿社会課作成 

 在宅生活を支える基盤整備 

〇 ここでは、高齢者の在宅生活を支える基盤の整備の実施状況等について掲載します。 

１ 生活支援体制の整備 

   高齢になっても住み慣れた自宅で安心して暮らし続けられるよう支援体制の整備を行って

います。

  ① 地域での支え合いの推進 

民生委員児童委員や保健推進委員の協力をいただき、ひとり暮らし高齢者や高齢世帯の地

域からの孤立防止のため、サロン等を開催し地域でお互いに支え合う意識の醸成を行ってい

ます。 

  ② 地域での見守り 

   ア 高齢者見守りネットワーク事業 

     郵便局や新聞配達業など市内の一般家庭を訪問する事業者との連携により、ひとり暮ら

し高齢者や高齢者のみ世帯等の見守り活動を実施し、地域における見守り体制の強化を図

っています。 

■登録状況                            （単位：事業所） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

協力事業所数 55 59 60

    資料出典：長寿社会課作成 

   イ 民生委員・児童委員による見守り活動 

     民生委員・児童委員が担当地域の高齢者や障がい者、母子家庭等を訪問し、地域の見守

り活動を行っています。 

■活動状況                              （単位：件） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

訪問・連絡活動 38,626 38,194 38,859

    資料出典：福祉行政報告例 

③ 生活支援サービスの体制整備 

    生活支援コーディネーターが各地域を回り、地域で培われた生活支援サービスの把握や情

報提供を行い、生活支援体制が構築されるよう支援を行っています。 
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■配置状況（各年度４月１日現在）               （単位：人） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

生活支援コーディネーター配置数 5 5 5

    資料出典：長寿社会課作成 

２ 包括的支援体制の充実 

   高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活が続けられるよう地域包括支援センター等

による相談業務や関係機関による地域ケア会議を開催し、各種サービスの提供に結びつくよう

支援を行っています。 

   医療と介護について、切れ目ないサービスを提供するため、「一関市医療と介護の連携連絡

会」（以下、医介連）を中心に、多職種協働による顔の見える関係づくりに努めてきました。

権利擁護の推進については、成年後見制度の利用促進を図るため、地域連携ネットワーク構

築にかかる検討会を開催し、関係機関と協議を進めてきました。 

① 地域包括支援センターの設置 

    保健医療の向上及び福祉の増進を総合的・包括的に継続して支援することを目的に、地域

の高齢者の心身の健康保持と生活の安定のために必要な相談・援助を行っています。 

  ■地域包括支援センターの設置状況（令和５年４月１日現在） 

年度

区分 

担当地域 

職員の配置状況（人） 

保健師 
社 会 

福祉士 

主任介護 

支援専門員

認知症地域 

支援推進員等
その他 

さくらまち地域包

括支援センター 

一関１（一関・真

滝・舞川・弥栄） 
2 2 2 1 1

一関西部地域包括

支援センター 

一関２（山目・中

里・厳美・萩荘） 
2 2 2 1 2

はないずみ地域包

括支援センター 
花泉 1 1 1 0 0

しぶたみ地域包括

支援センター 
大東・東山 1 4 2 0 1

一関東部地域包括

支援センター 
千厩・室根・川崎 2 2 2 1 1

ふじさわ地域包括

支援センター 
藤沢 1 1 1 0 0

    資料出典：一関地区広域行政組合作成 

    その他：介護予防支援員 
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■各種相談状況                             （単位：件） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

総合相談件数 4,274 4,594 4,825

権利擁護相談件数 175 44 80

高齢者虐待相談 233 311 389

消費者被害相談件数 5 3 13

    資料出典：一関地区広域行政組合作成 

② 地域ケア会議の実施 

    地域ケア会議については、地域包括支援センターにて随時開催しています。個別の課題解

決から見えてくる地域課題を共有し、解決への方策を関係機関、住民等と検討しています。 

  ■地域ケア会議開催状況                         （単位：回） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

個別レベル 44 47 49

日常生活圏域レベル 21 17 13

市町村レベル（基幹型地域包括支援センター

開催） 
2 2 2

自立支援に資するケアマネジメント検証 4 3 4

市町村を超えるレベル 1 1 0

    資料出典：一関地区広域行政組合作成 

③ 関係機関との連携会議等の開催状況 

    多職種協働による在宅医療・介護の一体的な提供や顔の見える関係づくりの構築を目的に

各種会議や研修会等を開催しました。 

    医介連では、医療、介護関係者が必要な知識、技術の習得、多職種間の連携を目的に研修

会や視察研修、はじめてのケアカフェ（情報交換会）を開催しました。 

  ■各種会議等開催状況                          （単位：回） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

医介連連絡会・幹事会 3 1 2

研修会・視察研修（医介連主催） 1 0 0

はじめてのケアカフェ（医介連主催） 1 0 0

地域連携ネットワーク構築にかかる検討会 0 0 1

    資料出典：長寿社会課作成 
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３ 災害時の支援体制の整備 

  ① 基礎名簿掲載同意者に対する個別避難計画の作成 

    災害時に避難支援が円滑に行われるよう自主防災組織等と連携して避難行動要支援者避難

支援訓練を実施し、防災意識の高揚と地域の支え合い活動を支援しました。 

■作成割合                               （単位：％） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

避難行動要支援者名簿登載者のうち、名簿情報

提供同意者に対する個別避難計画作成割合 
45.4 42.5 42.2

    資料出典：長寿社会課作成  

４ 居住等関係施策の推進 

① 有料老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）、サービス付き高齢者向け住宅 

    身体機能の低下などから独立して生活することに不安がある方や、家族の援助を受けるこ

とが難しい高齢者などが入所して日常生活上のサービスを受ける施設です。提供されるサー

ビスは、施設の種類により異なります。 

    介護保険の対象外施設として、現在市内には、下記表のとおり設置されています。 

    入所にあたっては、入所希望者と施設との利用契約の締結が必要となります。 

    なお、介護保険法により「特定施設」、「地域密着型特定施設」に指定された施設は、介護

保険サービスが提供されています。 

■設置状況（令和５年10月１日現在）                 （単位：床数） 

地域

種類 

一

関 

花

泉 

大

東 

千

厩 

東

山 

室

根 

川

崎 

藤

沢 

合

計 

有料老人ホーム 260 3 0 0 0 0 0 0 263

軽費老人ホーム（特定施設を除く） 50 0 0 0 0 0 0 0 50

サービス付き高齢者向け住宅 174 81 0 0 0 0 0 30 285

    資料出典：長寿社会課作成 

② 生活支援ハウス

    生活支援ハウスは、日常生活は自力で営めるものの、見守り程度の支援が必要なひとり暮

らし高齢者や高齢者のみの世帯の方などが、在宅生活に不安がある場合において、一定期間

の住居を提供する施設です。 

    施設職員による各種相談や助言などを通じ、在宅生活を営む上での不安感の解消を図り、

在宅生活へ円滑に移行できるよう支援しています。 

■利用状況（各年度末現在）                       （単位：人） 

施  設  名 定員 
利用者数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度

高齢者生活福祉センター「みどりの里」 10 7 4 4

一関市生活支援ハウス「むろね苑」 8 3 5 6

合       計 18 10 9 10

    資料出典：長寿社会課作成 
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 サービスの充実 

 〇 ここでは、高齢者等への生活支援サービスの実施状況等について掲載します。 

 １ ひとり暮らし高齢者等への支援 

① 高齢者福祉乗車券交付事業 

    在宅で生活する70歳以上の高齢者の社会参加と交流活動の促進を図ることを目的に、年額

12,000円を上限として、バスやタクシー料金の一部を助成しています。 

■実施状況                             （単位：人、円） 

地域

項目・年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 計 

交
付
者
数

令和２年度
1,572 364 446 356 272 149 143 286 3,588

(9) (5) (2) (16)

令和３年度
1,572 344 437 355 271 139 134 286 3,538

(2) (2)

令和４年度 1,596 328 423 350 257 131 118 244 3,447

利
用
額

令和２年度 42,001,000(192,000) 

令和３年度 41,679,000( 24,000) 

令和４年度 40,279,000 

   資料:長寿社会課作成 

   ※ （ ）は、実績のうち、東日本大震災により被災し、市内に避難した高齢者を対象に実施してい

た被災高齢者福祉乗車券分の数値です。（被災者対象事業は令和４年３月で終了） 

  ② 配食サービス事業  

    ひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯の方を対象に、食事を届けることにより、高齢者等

の健康の保持増進のほか、安否確認と孤独感の解消を図っています。 

■実施状況                             （単位：人、食） 

区分・年度

地域 

利用者数（登録者数） 配食数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

一 関 (86) (79) (92) (12,727) (10,778) (11,240)

花 泉 48 42 42 4,375 3,866 4,590

大 東 33 30 23 1,862 2,090 1,545

千 厩 21 26 23 4,607 4,739 3,922

東 山 10 35 45 1,064 2,471 3,666

室 根 0 0 0 0 0 0

川 崎 9 8 10 896 836 1,007

藤 沢 15 14 19 1,601 2,726 3,395

合 計 
136

(222)

155

(234)

162

(254)

14,405

(27,132)

16,728

(27,506)

18,125

(29,365)

   資料出典：長寿社会課作成 

※ 一関地域では、一関市社会福祉協議会事業として実施のため（ ）記載とし、合計の（  ）

内は一関市社会福祉協議会を含んだ合計値です。 
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③ 緊急通報システム端末機貸与事業  

    ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の方などを対象に、災害・事故・急病などの非常時

に消防署へ容易に通報できる端末機の貸与を行っています。 

■設置状況                               （単位：台） 

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

令和２年度 321 101 86 56 32 33 39 49 717

令和３年度 274 83 72 53 29 29 34 49 623

令和４年度 252 81 60 48 28 29 32 49 579

   資料出典：長寿社会課作成 

 ２ 在宅介護者への支援 

  ① 介護用品の支給事業 

    在宅で暮らす要介護４、５の高齢者等を常時介護している市民税非課税世帯に属する家族

に対して、経済的負担の軽減と、要介護者の在宅生活の継続、質の向上を図るため、月額8,000

円を上限に介護用品（紙おむつなど）を支給しています。 

■支給状況（受給者数）                         （単位：人）

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

令和２年度 70 16 17 12 5 7 8 16 151

令和３年度 66 20 20 17 5 5 6 18 157

令和４年度 54 21 19 9 2 8 2 14 129

   資料出典：長寿社会課作成 

② 在宅寝たきり高齢者等介護手当支給事業  

    在宅で暮らす要介護４、５の高齢者等を常時介護している家族に対して、介護者の負担軽

減を図るため、月額5,000円の介護手当を支給しています。 

■支給状況（受給者数）                        （単位：人）

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

令和２年度 353 109 106 71 43 45 42 83 852 

令和３年度 324 101 104 87 42 40 37 78 813 

令和４年度 311 101 94 68 40 32 22 69 737 

   資料出典：長寿社会課作成 
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  ③ 高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業  

    身体に障がいのある方や要介護認定を受けた高齢者が、在宅生活を送る上で必要な住宅の

改良（段差の解消や浴室・トイレなどの改修）をする場合に、その費用の一部（上限：40万

円）を補助しています。 

■利用状況（補助件数）                          （単位：件）

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

令和２年度 11 0 0 0 0 1 0 3 15

令和３年度 4 2 4 2 0 0 1 2 15

令和４年度 6 1 0 1 1 1 1 3 14

   資料出典：長寿社会課作成 

 ３ 低所得者への支援 

  ① 社会福祉法人等による利用者負担軽減制度 

    低所得者が介護サービス等を利用する場合に、社会福祉法人等はその社会的な役割に鑑み、

利用者のサービス利用負担額を軽減することができます。 

    市では、その軽減額の一部を、社会福祉法人等に対し補助しています。 

■利用状況（補助件数）                       （単位：人、件） 

年度

区分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 

軽減者数 69 73 57

補助法人数 9 10 8

   資料出典：長寿社会課作成 

  ② 養護老人ホーム 

    養護老人ホームは、身体・精神・環境及び経済的な理由などにより、居宅において生活す

ることが困難な概ね65歳以上の高齢者について、市が入所を措置する施設です。介護保険施

設には該当しない施設ですが、介護が必要な状態になった場合には、施設に入所したままで

在宅同様に介護保険のサービスを利用することができます。 
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■入所（措置）状況（各年度末現在）                   （単位：人） 

施設名
年度

地域 

東山荘 こはぎ荘 市 外 合 計 

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

令和 
２年度

令和 
３年度

令和 
４年度

一関 14 16 16 14 11 9 2 4 4 30 31 29

花泉 7 7 7 1 1 2 0 0 0 8 8 9

大東 11 11 8 18 16 13 1 1 1 30 28 22

千厩 6 4 4 8 9 9 2 2 2 16 15 15

東山 7 5 4 1 1 2 1 0 0 9 6 6

室根 0 1 0 4 4 5 0 1 1 4 6 6

川崎 3 3 3 1 2 2 0 0 2 4 5 7

藤沢 2 2 1 3 3 3 0 0 0 5 5 4

合計 50 49 43 50 47 45 6 8 10 106 104 98

（参考）他市町

村からの措

置者数 
8 7 6 1 1 1 9 8 7

   資料出典：長寿社会課作成 

   ※ 市外の施設名：寿水荘（奥州市）・江寿園（奥州市）・祥風苑（大船渡市） 

 ４ 介護サービスの充実 

  ① 介護保険施設等の整備の状況

    介護を要する高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるよう、介護サービ

スの施設整備を行おうとする社会福祉法人等の事業者に対して補助金の交付を行い、施設整

備を進めています。 

  ■整備状況 

区分
種類 単位 第８期計画 第８期計画末

介護老人福祉施設（特養・小規模特養） 床 1,222 1,222

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 床 405 405

小規模多機能型居宅介護 人 157 128

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 事業所 2 2

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 人 83 29

  資料出典：長寿社会課作成 

② 保険給付費の状況 

    介護ニーズの多様化及び介護サービスの利用頻度の増加により、介護給付費等も増加して

います。新たな事業所等が整備される一方で、複数のサービスを組み合わせた居宅サービス

利用者などの増加も、給付費増の一因と考えられます。今後も介護事業所に対する指導やケ

アマネジメント研修等の開催により、給付の適正化に努めます。 
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■保険給付費の状況                         （単位：千円、％） 

年度 

区分 

第７期 第８期 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 
令和５年度

(見込) 
合 計 

計 画 額 15,287,706 15,337,682 15,574,380 15,799,302 61,999,070

給付実績 14,803,380 15,003,615 14,816,883 14,925,974 59,549,852

計画に対する割合 96.8 97.8 95.1 94.5 96.0

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（組合管内の数値） 

  ③ サービス利用者の状況 

    介護サービス等を利用する割合は、介護度が高い被保険者ほど高くなっています。 

■要支援・要介護認定者・サービス利用者数             （単位：人、％） 

区分  認定者数 サービス利用者数 割 合 

要支援１ 1,262 292 23.1

要支援２ 1,266 506 40.0

要介護１ 1,949 1,497 76.8

要介護２ 1,846 1,624 88.0

要介護３ 1,312 1,244 94.8

要介護４ 1,294 1,216 94.0

要介護５ 1,093 979 89.6

合  計 10,022 7,358 73.4

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（組合管内の数値） 

  （注）認定者数は令和５年３月31日現在、サービス利用者数は令和５年３月に利用した人数 
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  ④ 介護サービス（要介護）の利用状況 

    要介護認定を受けた方のうち、令和４年度のサービス利用者は、居宅サービス利用者が延べ

161,302人、地域密着型サービス利用者が延べ14,709人、施設サービス利用者が延べ19,482人

となっており、全体として前年度対比100.1％となっています。 

  ■利用状況                             （単位：人、％） 

サービス種類 令和２年度 令和３年度 令和４年度 Ｒ４/Ｒ３ 

居

宅

訪問介護 16,783 16,384 16,401 100.1

訪問入浴介護 2,013 2,179 2,200 101.0

訪問看護 4,766 5,025 5,158 102.6

訪問リハビリテーション 1,339 1,180 1,172 99.3

居宅療養管理指導 2,843 3,338 4,157 124.5

通所介護 32,162 31,656 30,937 97.7

通所リハビリテーション 6,368 6,004 5,951 99.1

短期入所生活介護（特養） 8,424 8,374 7,971 95.2

短期入所生活介護（老健） 890 882 817 92.6

短期入所療養介護（医療型） 0 0 0 0.0

福祉用具貸与 32,396 32,990 33,460 101.4

特定福祉用具購入 547 611 640 104.7

住 宅 改 修 160 181 157 86.7

居宅サービス計画費 51,010 51,024 50,783 99.5

特定施設入居者生活介護 1,454 1,480 1,498 101.2

小 計 161,155 161,308 161,302 100.0

地
域
密
着
型

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0.0

地域密着型通所介護 4,479 4,561 5,007 109.8

認知症対応型通所介護 41 32 27 84.4

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 17 29 24 82.8

小規模多機能型居宅介護 998 1,142 1,086 95.1

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 291 403 377 93.5

認知症対応型共同生活介護 4,341 4,392 4,519 102.9

地域密着型特定施設入居者生活介護 572 504 538 106.7

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 3,127 3,139 3,131 99.7

小 計 13,866 14,202 14,709 103.6

施

設

介護老人福祉施設 11,092 11,090 100.0

介護老人保健施設 8,702 8,639 8,360 96.8

介護療養型医療施設 46 24 3 12.5

介護医療院 0 2 29 1,450.0

小  計 19,779 19,757 19,482 98.6

合 計 194,800 195,267 195,493 100.1

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（組合管内の数値）
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  ⑤ 介護予防サービス（要支援）の利用状況 

    要支援認定を受けた方のうち、サービス利用者は、令和４年度では、居宅サービス利用者

が延20,255人、地域密着型サービス利用者が延べ132人、全体として前年度対比103.2％とな

っています。 

■利用状況                            （単位：人、％） 

サービス種類 令和２年度 令和３年度 令和４年度 Ｒ４/Ｒ３ 

居

宅

介護予防訪問介護 0 0 0 0.0

介護予防訪問入浴介護 23 20 44 220.0

介護予防訪問看護 606 676 753 111.4

介護予防訪問リハビリテーション 249 260 281 108.1 

介護予防居宅療養管理指導 112 166 116 69.9

介護予防通所介護 0 0 0 0.0

介護予防通所リハビリテーション 1,682 1,613 1,529 94.8

介護予防短期入所生活介護（特養） 354 256 213 83.2

介護予防短期入所療養施設（老健） 19 34 7 20.6

介護予防短期入所療養介護（療養型） 0 0 0 0.0

介護予防福祉用具貸与 6,657 7,366 7,800 105.9

特定介護予防福祉用具購入 137 124 163 131.5

介護予防住宅改修 84 93 86 92.5

介護予防支援（居宅サービス計画費） 8,384 8,875 9,204 103.7

介護予防特定施設入居者生活介護 61 87 59 67.8

小  計 18,368 19,570 20,255 103.5

地
域
密
着
型

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0.0

介護予防小規模多機能型居宅介護 106 124 113 91.1

介護予防認知症対応型共同生活介護 36 61 19 31.1

小  計 142 185 132 71.4

合   計 18,510 19,755 20,387 103.2

  資料出典：一関地区広域行政組合作成（組合管内の数値） 

  （注）介護予防訪問介護、介護予防通所介護については、介護予防・日常生活支援総合事業に段階的に

移行しており、令和元年度末時点では利用者はおりません。 
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  ⑥ 介護サービス事業所の状況（令和５年10月１日現在） 

（単位：事業所）

地域
事業所種類 

一
関 

花
泉 

大
東 

千
厩 

東
山 

室
根 

川
崎 

藤
沢 

合
計 

地域包括支援センター 2 1 1 1 0 0 0 1 6

居宅介護支援事業所 21 5 6 6 4 2 1 2 47

介護予防支援事業所 2 1 1 1 0 0 0 1 6

訪問介護（ホームヘルプサービス） 19 2 3 3 2 2 0 2 33

訪問入浴介護 5 0 0 1 1 0 0 1 8

訪問看護 9 1 0 3 2 0 0 1 16

訪問リハビリテーション 2 0 0 1 1 0 0 0 4

通所介護（デイサービス） 20 4 6 3 2 1 1 2 39

通所リハビリテーション(デイケア) 4 1 1 1 1 0 0 1 9

短期入所生活介護(ショートステイ) 10 5 3 3 1 1 1 1 25

短期入所療養介護（医療施設のショートステイ） 3 1 1 1 1 0 0 1 8

特定施設入居者生活介護 3 0 0 0 1 0 0 0 4

地域密着型通所介護（小規模デイサービス） 7 2 2 2 0 2 0 2 17

認知症対応型通所介護 1 0 1 0 0 0 0 0 2

小規模多機能型居宅介護 4 0 0 1 0 0 0 0 5

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 11 3 3 2 1 2 1 2 25

地域密着型特定施設入居者生活介護（小規模ケアハウス） 1 0 0 1 0 0 0 0 2

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 2 0 0 0 0 0 0 0 2

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 1 0 0 0 0 0 0 0 1

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護（小

規模特別養護老人ホーム） 
3 2 2 1 0 0 0 0 8

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 6 3 1 2 1 1 1 1 16

介護老人保健施設（老人保健施設） 2 1 1 1 1 0 0 1 7

介護療養型医療施設 0 0 0 0 0 0 0 0 0

福祉用具貸与 7 1 1 1 1 0 0 1 12

特定福祉用具販売 7 1 1 1 1 0 0 1 12

 資料出典：介護サービス事業所等一覧（一関地区広域行政組合作成） 
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  ⑦ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所待機者の状況 

    特別養護老人ホームの入所待機者のうち、最も施設入所の必要性が高い「在宅待機者で早

期に入所が必要な方」は、第８期介護保険事業計画期間中に特別養護老人ホームや認知症高

齢者グループホームなどが新たに整備されたことから、減少傾向となっています。 

    在宅生活における高齢者の不安解消や介護者支援等、在宅介護サービスの充実を図りなが

ら、地域の実情を踏まえて適正な施設整備を検討します。

  ■待機者状況    （単位：人）

  資料出典：一関地区広域行政組合作成 各年度４月１日現在 

 ５ 医療・介護人材の確保 

   全国的に少子高齢化の進行と要援護高齢者の増加に伴う、介護職員の不足が深刻化していま

す。 

   将来にわたって介護人材が質・量ともに確保され、介護サービスが安定的に提供されるよう、

介護人材の確保、育成、定着などの各種支援に積極的に取り組んでいます。 

① 医療・介護職員の確保に向けた取り組み 

   ア 医療介護従事者修学資金貸付事業 

  看護師や介護福祉士などの対象資格を取得するために学校や養成施設に入学・在籍し、将

来、市内の医療介護施設等に医療・介護従事者として勤務する意思がある方へ修学資金の貸

付を行っています。 

年度 
区分 

地域 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

待機者待機者 待機者うち在宅

の待機者 

うち早期

に入所が

必要な者 

うち在宅

の待機者 

うち早期

に入所が

必要な者 

うち在宅

の待機者 

うち早期

に入所が

必要な者 

一 関 149 31 29 155 44 35 96 35 30

花 泉 10 4 4 23 9 9 2 0 0

大 東 48 13 11 49 14 12 42 17 17

千 厩 52 22 21 49 30 26 33 12 10

東 山 34 8 8 31 5 5 22 8 8

室 根 17 8 8 30 11 8 16 6 5

川 崎 8 1 1 16 5 5 6 0 0

藤 沢 52 12 11 47 10 9 50 21 18

合 計 370 99 93 400 128 109 267 99 88
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  ■医療介護従事者修学資金貸付者数（平成28年度から実施）        （単位：人） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

貸付者数（医療関係） 12 14 14

貸付者数（介護関係） 0 0 0

（参考）事業実施時からの貸付者数の累計 64 78 92

   資料出典：健康づくり課・長寿社会課作成 

   イ 介護職員就職奨励金事業 

    介護福祉士等の資格を有する方で、市内の介護事業所等に初めて就職して１年以上勤務し、

今後も継続して就業する意思のある方に対して、就職奨励金（最大40万円）を交付し、介護

職場への人材定着を図りました。 

■交付人数（令和元年度から実施）                   （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付者数 45 41 29

（参考）事業実施時からの奨励金交付者数の累計 99 140 169

   資料出典：長寿社会課作成 

   ※ 交付金額 基本額30万円 + 加算額（新卒加算 +５万円、転入加算 +５万円） 

  ② 介護職員の育成・定着に向けた支援 

   ア 介護職員研修奨励金事業 

     介護職員初任者研修又は実務者研修の修了者であって、市内の介護サービス事業所等に

介護職員として勤務している方へ研修受講料に応じた奨励金を交付しています。 

■交付人数（平成27年度から実施）                  （単位：人） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度

介護職員初任者研修（奨励金：５万円上限） 7 7 3

実務者研修（奨励金：10万円上限） 17 22 17

（参考）事業実施時からの奨励金交付者数の累計 225 254 274

   資料出典：長寿社会課作成 

   イ 介護人材確保奨学金補助金 

     返還義務のある奨学金の貸与を受けて学校等で修学し、介護福祉士・社会福祉士等の資格

を取得した方が、市内の介護サービス事業所に就職し、定着した場合に、奨学金の返還額の一

部を補助しています。 

■補助件数（平成28年度から実施）                  （単位：件） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

交付件数 9 6 9

（参考）事業実施時からの補助金交付者数の累計 46 52 61

   資料出典：長寿社会課作成 

   ※ 補助金額 当該年度の奨学金返還額（１年当たりの上限額 14万4,000円） 
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   ウ 介護従事者向け研修開催事業 

     介護職の定着と質の高いサービス提供ができる人材の育成を目的に、市内の介護サービス

事業所等に勤務する介護職員を対象とした研修会を開催しています。 

     モチベーションアップ講演会は、平成28年度より栗原市、登米市、一関市、平泉町の４市町

連携事業として実施しています。 

■受講者数                               （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

階層別研修 

新型コロナウイルス感染症のため中止。モチベーションアップ講演会 

技術研修 

（参考）事業実施時からの参受講者数の累計 748 748 748

   資料出典：長寿社会課作成 

   ※ 階層別研修、モチベーションアップ研修は平成27年度から実施。技術研修は、令和元年度から実

施。 

   エ 介護保険施設等人材育成支援事業 

     介護や福祉の資格を有しない方を雇用し、働きながら介護職員初任者研修を受講するこ

とで、介護人材として必要な知識及び技術の習得ができるよう、介護保険施設等の運営法

人に委託し、介護職を希望する人材の育成と地元への定着を図っています。 

■育成人数（平成27年度から実施）                  （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

育成人数 5 1 0

（参考）事業実施時からの対象者数の累計 29 30 30

   資料出典：長寿社会課作成 

  ③ 医療・介護職を目指すきっかけづくり 

ア ケアチャレンジ 

     老健ふじさわ等を会場に小学生から高校生を対象として、介護・医療現場を見て、触れ

て、感じて自分たちの住む地域について学び、自分と地域の未来について考えていただく

ことを目的にふじさわ地域包括ケア研究会（F-net）で開催しているケアチャレンジを共

催しています。 

■参加人数（平成28年度から共催） （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

開催状況 新型コロナウイルス感染症のため中止 

（参考）事業共催時からの参加者数の累計 63 63 63

   資料出典：長寿社会課作成 
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   イ 担い手育成事業 

     シニア世代や子育て、在宅介護を終えた主婦（夫）、潜在有資格者など、介護に関心のあ

る方を対象に、介護や認知症などに関する基礎知識、介護手法や介護保険制度などに関す

る講義や演習を行う「実践介護講座」、ベッドや車椅子への移乗などの介護体験、福祉用具

の操作体験などを行う「介護体験セミナー」を開催しています。 

■参加者数（平成26年度から実施） （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

実践介護講座 22 11 4

介護体験セミナー 19 10 3

（参考）事業実施時からの参加者数の累計 369 390 397

   資料出典：長寿社会課作成 

   ウ 医療・介護職の魅力発信パンフレット「ＶＯＩＣＥＳ」による周知 

     平成28年度に市内の医療・介護事業所に勤務する若手職員で構成するワークショップに

おいて、デザインや内容等を検討し、職の魅力を発信するパンフレットを作成、発行しま

した。 

     作成したパンフレットは、市内の医療・介護事業所に配布したほか、就職説明会や福祉

職進路選択セミナーなどの各種イベントで配布しています。 
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 認知症の人への支援策の推進 

 １ 認知症に対する正しい理解と普及 

  ① 認知症サポーターの養成 

    認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温かく見守る地域の応援者として、日常生活

の中で支援を行う「認知症サポーター」を養成しています。 

    認知症サポーター養成講座は、地域住民、企業、小中学校等からの申し出に応じて、多様

な場所、場面で開催しています。 

    また、認知症サポーター養成講座の講師となるキャラバン・メイトについても養成を行っ

ています。 

■認知症サポーター養成者数                     （単位：回、人）

区分
年度

地域 

講座開催回数 養成者数 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

一 関 19 19 17 445 312 683

花 泉 2 1 0 46 19 0

大 東 3 3 1 63 54 18

千 厩 6 3 1 112 56 15

東 山 1 0 0 28 0 0

室 根 1 0 0 28 0 0

川 崎 1 8 0 24 205 0

藤 沢 0 2 1 0 70 26

合 計 33 36 20 745 716 742

（参考）事業開始

時からの累計 298 334 354 11,018 11,734 12,476

   資料出典：長寿社会課作成 

  ■キャラバン・メイト養成者数 （単位：人）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

養成者数 2 2 4

（参考）事業開始時からの累計 104 106 110

   資料出典：長寿社会課作成 

   ※ 認知症は、65才未満で発症する若年性認知症の方もいることから本計画では、認知症の症状のあ

る方の総称として「認知症の人」と表記しています 

２ 早期対応の推進 

  ① 認知症初期集中支援チームによる支援 

    認知症初期集中支援チームを一関西部地域包括支援センター及び一関東部地域包括支援

センターに設置し、地域包括支援センター職員や介護支援専門員、サービス事業所等の関係

機関で協議を行い、認知症の早期診断、早期対応ができるようによる取り組みを行いました。 
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  ■認知症初期集中支援チーム活動実績                （単位：件、回）

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

相談件数（新規把握数） 61 33 59

延べ訪問件数（継続含み） 47 42 102

チーム員会議開催回数 12 12 12

チーム員会議協議件数 29 20 36

資料出典：一関地区広域行政組合作成 

  ② 認知症ケアパスの普及

    認知症の状態に応じて受けられるサービスや相談機関など、適切なケアの流れを示した認

知症ケアパス「あんしんガイドブック」（平成27年度作成）を令和元年度に内容の改訂を行な

い、市民や医療・介護関係者へ普及を図りました。 

 ３ 認知症の人と家族への支援

   認知症の人の徘徊や行方不明の事案等が発生した場合を想定し、登録制により高齢者の情報

を警察や関係機関と共有を図り、早期発見・保護に努めています。 

   また、認知症の人の居場所づくり、地域との交流の場として、認知症カフェへの支援を行っ

ています。 

   認知症により判断能力が不十分な人の権利を守るため、成年後見制度の周知や利用促進を図

りました。 

① 徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業

    認知症高齢者等の早期発見及び保護のため、徘徊する恐れのある高齢者を利用者台帳に登
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録し、警察や地域包括支援センターなどの関係機関と情報共有を図り、徘徊高齢者の早期発

見、保護に努めました。 

  ■ＳＯＳネットワーク登録者数                     （単位：人） 

地域

年度 
一関 花泉 大東 千厩 東山 室根 川崎 藤沢 合計 

令和２年度 53 8 5 11 6 1 5 2 91

令和３年度 60 9 5 11 7 2 3 3 100

令和４年度 67 9 6 11 6 2 4 2 107

   資料出典：長寿社会課作成 

  ■認知症の人に対するＳＯＳネットワーク登録者割合         （単位：人、％） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

認知症高齢者数（高齢者実態調査） 700 637 603

ＳＯＳネットワーク登録者数 91 100 107

登録者割合 13.0 15.7 17.7

   資料出典：長寿社会課作成 

② 認知症カフェへの支援 

    認知症の人が地域で暮らし続けることができるよう、認知症の人とその家族が、情報共有

し、お互いを理解する場として開催されている認知症カフェに認知症地域支援推進員を派遣

し、制度の紹介や相談受付などの各種の支援を行いました。 

■認知症地域支援推進員配置状況                    （単位：人） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

配置数 3 3 3

   資料出典：長寿社会課作成 

■認知症カフェ地域別開催状況                    （単位：箇所） 

年度
地域 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

一 関 3（1） 3（1） 3（2）

花 泉 2（1） 2（2） 2（2）

大 東 2（0） 2（0） 2（1）

千 厩 2（1） 2（1） 2（1）

東 山 0 0 0

室 根 0 0 0

川 崎 0 0 0

藤 沢 0 0 0

合 計 9（3） 9（4） 9（6）

   資料出典：長寿社会課作成 ※（ ）は、うちコロナにより休止中の箇所 



- 46 -

③ 成年後見制度の利用促進 

判断能力が不十分なため財産管理や契約などの法律行為が困難な方に成年後見制度の利

用についての相談や市長申立による支援を実施しました。 

■市長申立件数（高齢者分）                      （単位：件） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

市長申立件数 6 3 4

   資料出典：長寿社会課作成 

■盛岡家庭裁判所一関支部管内 申立件数（取消処分も含む） 

（各年度12月31日時点の利用者数） （単位：人） 

年度
区分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

成年後見 28 19 25

保  佐 18 7 8

補  助 5 0 3

任意後見 0 1 1

合  計 51 27 37

   資料出典：盛岡家庭裁判所一関支部 
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 第２章 現状からの課題 

  前期計画（計画年次：令和３年度～５年度）では、基本理念として掲げる「みんなが安心して

暮らせる笑顔あふれるまち“いちのせき“」の実現に向けて、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ

世帯が増加する中、ともに支え合い、健やかに安心して暮らすことができるまちを目指し、「健康

づくりと介護予防の推進」、「生きがいづくりの推進」、「在宅生活を支える基盤整備」、「サービス

の充実」、「認知症の人への支援策の推進」を柱に、各種施策に取り組んできました。 

  いつまでも元気で生涯にわたって活躍できるよう、健康づくりやフレイル予防に対する意識啓

発を進め、「いきいき百歳体操」の普及や疾病予防として成人検診の受診しやすい体制の整備に

取り組みました。 

  介護予防については、地域の実情に応じた効果的・効率的な介護予防の取り組みを推進する観

点から、年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体で参加しやすい介護予防事

業の取り組みを進め、「いきいき百歳体操」を核とした介護予防活動に取り組む「週イチ倶楽部」

やこれを母体とする通所型サービスＢを行う団体の増加と支援に取り組みました。 

  「生きがいづくりの推進」では、高齢者等がこれまで培ってきた知識や技術を地域活動へつな

げるため、シルバー人材センターや老人クラブとの連携により、雇用・就業機会の確保や教養の

向上に取り組みました。 

  また、シニア世代の社会貢献活動のきっかけづくりを推進するため設置したシニア活動プラザ

にあっては、シニアフェスタの実施による情報発信の強化やセミナー等の主催事業の充実につい

て積極的に取り組みました。 

  「在宅生活を支える基盤整備」では、平成29年度から実施している介護予防・日常生活支援総

合事業において、地域資源を生かした多様なサービスの提供・開発に取り組むとともに、それぞ

れの地域における具体的な課題に対し、地域資源を活かした多様な支え合い活動を推進するた

め、生活支援コーディネーターが各地域を回り把握している課題などの情報について、地域にお

ける話し合いの場に参加し、課題などの情報を共有しながら地域の支え合いの仕組みづくりに努

めました。 

  また、地域包括支援センターの機能強化、充実を図り、医療、保健、福祉、介護サービス関係

者との連携を強化し、地域全体で高齢者を支える仕組みづくりの構築に取り組み、情報の共有化

により連携づくりに努めました。 

  「サービスの充実」では、在宅生活を支えるための仕組みとして、ひとり暮らし高齢者や高齢

第１ 前期計画の振り返り
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者のみ世帯の方、在宅介護への支援が必要な方などが安心して生活できるよう緊急通報システム

端末機等の貸与や高齢者福祉乗車券の交付、配食サービス事業、在宅寝たきり高齢者等介護手当

支給事業など各種事業の利用促進を図りました。 

  全国的に課題とされている介護人材の確保に係る介護従事者向け研修会などついては、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により開催できませんでしたが、今後見込まれる要介護高齢者の増加

を見据え、質の高いサービスを安定的かつ持続的に供給するため、奨励金の交付や資格取得の支

援などに積極的に取り組んできました。 

  「認知症高齢者等支援対策の推進」では、認知症サポーター養成講座を開催し、認知症に対し

ての正しい理解と知識の普及・啓発を図るとともに、一関地区広域行政組合と連携し認知症地域

支援推進員を配置して、認知症の方やその家族への相談や支援、普及啓発の取り組みを行いまし

た。 

  また、成年後見制度の利用促進では、成年後見支援センターを設置しネットワークの構築を進

め、関係機関・団体との連携体制を確立するとともに、認知症になってもできる限り住み慣れた

地域で自分らしい暮らしが続けられるよう支援を行いました。 

  このように、各種事業に取り組み、一定の成果や効果があったものの、今後も人口減少、少子

高齢化の進行は歯止めがかからず、さらに進行が見込まれることから、前期計画の継続性と新た

な課題、ニーズへの対応が必要であると考えており、住み慣れた地域で、いつまでも元気でいき

いきと自分らしい生活を送ることができる地域の実現に向けて、第２に掲げる５つの重点課題に

取り組んでいきます。 

【課題１】健康づくりと介護予防・フレイル予防の取り組み 

  要介護状態にならないようにするためには、若いうちからの健康づくり、介護予防・フレイル

予防の取り組みを行うことが重要です。 

  介護予防・日常生活支援総合事業において、基準緩和型デイサービスである通所型サービスＡ

や短期集中通所型サービスなどの介護予防事業に取り組んでいますが、事業実施に地域差がある

状況です。 

  また、住民主体による介護予防として、週イチ倶楽部や通所型サービスＢ、一般介護予防通所

型サービスなどの活動を推進していますが、その周知はまだ不十分であり、取組状況にも偏りが

あることや実施団体の担い手の育成などの継続支援が課題です。 

  高齢者は複数の疾患を抱えることも多く、身体的な機能や認知機能等の低下がみられるフレイ

ルの状態になりやすい傾向があることから、こうした高齢者の特性を踏まえ、フレイルに着目し

た疾病予防・重症化予防に関連した保健事業と介護予防を一体的に検討し、取り組んでいく必要

第２ 今後の重点課題
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があります。 

【課題２】生きがいづくりと社会参加 

  いくつになってもその人らしくいきいきとした生活を送るためには、地域社会の中で役割を

持って生活すること、生きがいを持つことがとても重要です。 

  また、少子高齢化が進行する中で、地域の活力を維持していくためには、高齢者がこれまで培っ

てきた知識や経験を生かして、積極的に社会参加活動、社会貢献活動を行えるような環境づくり

が必要です。 

  今後は、高齢者を「支えられる存在」から「互いに支えあう存在」として捉え、高齢者を支援

し、高齢者が生きがいを持ち、地域で孤立することなく住み慣れた地域で生活を続けられる仕組

みづくりが必要です。 

【課題３】地域の見守りや支え合いの基盤づくり 

  一関地区広域行政組合の「在宅介護実態調査」によると、在宅生活の継続に必要と感じる支援

として、「見守り・声かけ」が必要と感じている方も多い一方で、核家族化の進行や近所付き合い

の希薄化により、日常の様々な場面で人と人、地域、社会とのつながりが弱まっている状況にあ

ります。 

  また、同調査において地域で生活するために必要な高齢者サービスとしては、移動支援、除雪、

災害時の支援、移動販売、買い物支援などが望まれています。 

  これらの課題に対しては、地域住民が「他人事」ではなく「我が事」として、地域全体が連帯

し、悩みを抱え孤立することがないよう、必要な相談や支援につなげる体制や、住民がつながり

支え合う取り組みを醸成していくことが必要です。 

  長年住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を送ることが出来るようにするためには、

医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを組み合わせて継続的に切れ目なく提供する「地

域包括ケアシステム」の推進が必要です。 

  また、地域包括ケアシステムを推進するとともに、地域共生社会（高齢者介護、障がい福祉、

児童福祉、生活困窮者支援などの制度・分野の枠や、「支える側」、「支えられる側」という従来の

関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いな

がら暮らしていくことのできる包括的な社会）の実現に向けた地域づくりの推進も必要となりま

す。 

  高齢者だけではなく、属性や世代を問わない相談体制や地域づくりの実現、重層的な支援体制

の構築が求められています。 

【課題４】在宅生活を支えるためのサービスの充実 

  在宅生活を支えるための仕組みとして、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の方、在宅介護

への支援が必要な方などが安心して生活できるよう既存事業の周知を図るとともに、より使い勝

手のいい制度に見直していく必要があります。 
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  また、介護人材の確保については、安定的かつ持続的に人材を確保する必要があり、現行の支

援制度の見直しを行いながら進めていく必要があります。 

【課題５】認知症の人への支援策の推進 

  認知症高齢者について、団塊の世代すべてが後期高齢者となる令和７年（2025年）には、65歳

以上の高齢者の５人に１人、全国では約700万人が認知症になると推定されており、今後も増加

が見込まれています。 

  一関地区広域行政組合の「日常生活圏域ニーズ調査」によると、認知症の人が住み慣れた地域

で生活するためには地域の人の協力が必要であると回答した人が半数以上おり、地域に対し「見

守り・声かけ」や「認知症への正しい理解」が求められています。 

  また、認知症の人を支える制度である成年後見制度の認知度については、「知らない」が37.2%、

「制度名は聞いたことがある」が30.7%と、制度の認知度が低い状況です。 

  認知症の人とその家族が安心して暮らすためには、地域住民が認知症を正しく理解し、地域で

支え合うことが重要です。また、個人の尊厳や権利を守るため、権利擁護や成年後見制度につい

て広く周知を図り、一人ひとりが自分らしい生活を送られるような体制づくりが必要です。 
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 第３章 重点施策とその取り組み 

 健康づくりの推進 

 現状と課題 

  一関地区行政組合で実施した「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」によると、９割の方が何

らかの疾患を抱えていること、生活機能評価判定でも「認知機能」や「うつ傾向」のリスクがあ

る方の割合が多い状況であり、心身の健康づくりや介護予防の取り組みが重要であります。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  何歳になってもいきいきと暮らし続けられるように、生活習慣病やフレイル予防に関する情報

提供や地域全体の健康づくりに関する意識の向上に取り組みます。 

 主な取組内容 

 ① 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施・各種成人検診 

   後期高齢者医療広域連合と市町村における、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に取

り組みます。 

   また、各種がん検診、歯科健診、特定・後期高齢者健診の受診しやすい体制づくり等による

受診率向上に努めます。 

   国保データベースシステム（以下「ＫＤＢ」という。）を活用した地域課題の分析・明確化・

対象者の把握を行います。 

   ＫＤＢから把握した、健康状態の不安定な高齢者への訪問、実態把握を行い、医療や保健、

福祉などの必要なサービスにつなぐ支援を行います。 

   通いの場において、生活習慣病予防やフレイル予防の普及啓発や健康教育・健康相談を実施

し、高齢者の健康に関する相談や不安等について相談が行える環境づくりに取り組みます。 

 ② 高齢者のこころの健康づくり 

   「一関市自死対策推進計画」に沿い、健康教育等において、こころの健康についての正しい

知識や理解、地域の中で相談しやすい環境づくりの大切さについて普及啓発を図ります。 

   また、悩みを抱えている方には、地域包括支援センターなどの高齢者の支援を担う機関と協

力し高齢者の自死予防対策に努めます。 

第１ 健康づくりと介護予防・フレイル予防の推進に向けて
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 主な指標 

 後期高齢者の健診結果の受診勧奨値以上における医療機関未受診率の減少 

区 分 現状（令和４年度） 計画（令和８年度） 

医療機関未受診率  2.2％  1.8％ 

  ※ ＫＤＢ後期高齢者の健診受診状況 

 介護予防事業の推進 

 現状と課題 

  介護予防・フレイル予防は元気なうちから取り組む必要があるため、普及・啓発事業を継続し、

介護予防への関心を高めながら活動につなげる必要があります。 

  また、住民等の多様な主体が参画し、様々なサービスを充実するなど、市全域で効果的な介護

予防に取り組む必要があります。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  介護予防事業は、地域の実情に応じた効果的かつ効率的な介護予防・フレイル予防の取り組み

を推進する観点から、年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体で参加しやす

い介護予防・フレイル予防の取り組みを推進します。 

  また、既存のサービスに加え、住民が主体となったサービスＢや人員や面積要件を緩和した

サービスＡなど、住民ニーズに合った利用しやすい多様なサービス提供の環境整備を進めます。 

  さらに、介護予防事業従事者や関係団体との情報交換や介護予防研修会を開催し、多職種協働

の取り組みを推進します。 

 主な取組内容 

 ① 訪問介護サービス・通所介護サービス（独自サービス） 

   介護予防・日常生活支援総合事業実施前と同様の訪問介護サービスや通所介護サービスを提

供します。 

 ② 緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ） 

   人員配置や提供時間などサービス提供要件等を緩和した基準により、通所型サービスを提供

します。 

 ③ 住民主体による通所型サービス（通所型サービスＢ） 

   住民主体による通いの場で介護予防サービスを実施する事業実施団体に対し、開設時に必要

な備品購入等に係る経費や運営費を補助し、活動を支援するとともに、市内各地域で住民主体

による活動が活発に行われるよう取り組みます。 

 ④ 短期集中通所型サービス（通所型サービスＣ） 

   生活機能低下により要支援及び要介護状態になるおそれのある高齢者に対し運動器の機能

向上や栄養改善、口腔機能の向上などのプログラムを保健・医療の専門職が短期間に集中的に
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提供することで、要介護状態になることを予防するとともに、在宅や地域において自立した生

きがいのある日常生活を営むことができるよう支援します。 

 ⑤ 一般介護予防事業 

   介護予防・フレイル予防に効果的なプログラムであるいきいき百歳体操などを活用し、地区

集会所等の身近な場所での住民主体の通いの場づくりが推進されるよう、専門職の派遣や研修

会を開催するとともに、地域の実情に応じて、介護予防教室や健康相談・健康教育等を開催し、

介護予防・フレイル予防の普及・啓発を図ります。 

   住民主体の介護予防活動の支援を行うためリーダーを育成し、積極的に多様な場面で活躍で

きるよう、研修会の開催や活動の場の情報提供などを行います。 

   また、地域における介護予防・フレイル予防の取り組みを強化するために、地域ケア会議や

住民運営の通いの場等においてリハビリテーション専門職の関与を促進し、多職種の連携を

図ってまいります。 

 主な指標 

 ① 通いの場の活動数（週イチ倶楽部） 

区 分 現状（令和４年度） 計画（令和８年度） 

活動数 73団体 99団体 

 ② 住民主体サービス（通所型サービスＢ） 

区 分 現状（令和４年度） 計画（令和８年度） 

利用者数 8,285人 15,000人 

実施団体数  16団体  20団体 

 ③ 短期集中予防サービス（通所型サービスＣ） 

区 分 現状（令和４年度） 計画（令和８年度） 

利用者数   112人   900人 

実施事業者数 ２事業者 ６事業者 
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 元気な高齢者の活動支援 

 現状と課題 

  少子化による生産年齢人口の減少、社会構造の変化により、高齢者には地域の担い手として活

躍することが大いに期待されています。 

  個人の生きがいづくり活動や生涯学習、スポーツ活動の推進は、一人ひとりのいきいきと活力

ある、自立した生活につながるとともに、地域活動として、地域を元気にする効果も期待されて

います。 

  一関市中心市街地活性化施設（なのはなプラザ）内に設置されているシニア活動プラザは、シ

ニア世代の地域活動の拠点として設置され、高齢者団体と個人との結び付けや各種助成金などの

情報発信のほか、社会参加・社会貢献活動に関するセミナーや講演会などを開催していますが、

個人の生きがいづくり活動が地域活動に結び付くまでにはいたっていません。 

  また、これまで地域の高齢者の活動として中心的に活動してきた老人クラブは、会員の高齢化

や若手会員の入会の減少、役員のなり手がいないなどの多くの課題から、クラブ数、会員数とも

に年々減少しており、組織の活性化が課題となっています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢者の約８割は介護を必要としない元気な方たちです。元気な高齢者が生きがいと尊厳を持

ち、いつまでも健康で安心して暮らすことができる地域社会の実現が求められています。 

  生涯学習やスポーツ活動は、長寿社会においてより活発な取り組みとなるよう、幅広い年齢層

や多様な価値観・ニーズに対応するよう、また、個人の活動を地域活動に結び付け、広く推進し

ていく取り組みが重要です。 

  また、高齢者自身が培ってきた知識と技能を発揮し、積極的な社会活動への参加と地域社会の

中で活躍することができる環境づくりを推進するため、地域における各種活動を支援するととも

に、シニア世代が地域づくりの担い手として活躍できるよう意識の醸成を図りながら、社会貢献

活動を希望する個人と団体との結び付けを重点的に取り組むほか、セミナーや講演会の開催を通

じて地域活動におけるリーダー等の発掘や人材育成を積極的に行い、シニア世代の社会参加・社

会貢献活動の促進を図ります。 

  老人クラブについては、活動を会員だけでなく、地域内の未加入者や自治会等、幅広い関係者

へ周知し、特にも加入者が伸び悩んでいる団塊の世代と言われる年齢層の会員増強に取り組みま

す。 

 主な取組内容 

 ① 学習機会の充実・スポーツ活動の推進 

   老人クラブ等各種団体との連携を図り、高齢者学級等の学習機会の充実に努めるとともに、

それぞれの体力やニーズに応じ、いつでも、だれでも、気軽に身近な場所でスポーツに参加で

きる機会の提供に努めます。 

第２ 生きがいづくりと社会参加の推進に向けて
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 ② シニア活動プラザの活用 

   活動内容の周知のためのシニアプラザレターの発行、ホームページ・ＦＭあすもなどを活用

した情報発信や活動団体の収集活動のほか、団体・個人からの相談や会計事務等の支援、各種

セミナーや講演会、活動団体の情報交換会、活動発表会（シニア・フェスタ）の開催により高

齢者の社会参加・社会貢献を推進します。 

   また、地域で行われる健康づくりをサポートする「シニアーズ」の育成等により、活動を希

望する個人と地域との結び付けを図ります。 

 ③ 老人クラブの支援 

   趣味活動や健康づくりなどの場の拡大、地域ボランティアやふれあいサロンなどの自主的な

活動を支援します。 

   また、市内には千厩老人福祉センターのみとなるが、老人福祉センターを利用した老人クラ

ブ会員相互の健康づくり活動を支援します。 

   老人クラブは、地域の清掃活動や見守り活動、友愛訪問活動等に継続的に取り組んでいる団

体であり、会員の増強に向けた周知等を行なうことで、老人クラブの活動を支援します。 

 主な指標 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度)

一人あたりの市民センターの生涯学習活動参加回数 2.2回 2.2回 

一人あたりの市スポーツ施設利用回数 5回 6回 

  ※ 一関市総合計画後期基本計画における主な指標を設定。 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

シニア活動プラザの利用人数 7,193人 7,493人 

シニア活動プラザの登録団体  50団体  70団体 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

老人クラブ数 214クラブ 214クラブ 

老人クラブ会員数  6,699人  6,000人 
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 雇用・就労機会の確保 

 現状と課題 

  急速な少子化による生産年齢人口の減少により、働くことができる高齢者等の就労促進を図

り、社会を支える全員参加型社会の実現が求められています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢者の就労促進は、収入を得ることだけではなく、自らの生きがいの充実や社会参加を目的

とするうえで重要なことであり、高齢者が培ってきた知識や経験を活かした活力ある地域社会づ

くりが必要とされています。 

 主な取組内容 

  高齢者が働く意欲と能力がある限り、年齢に関係なく、いきいきと働ける社会を構築していく

ために、ハローワークやシルバー人材センター－などと連携を図り、高齢者の健康や体力面に見

合った多様な形態による雇用、地域の日常生活に密着した就労機会の確保及び支援に努めます。 

 主な指標 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

シルバー人材センター会員数 470人 500人 

 地域・世代間交流の推進 

 現状と課題 

  地域においては、「後継者不足」や「担い手が不足している」との意見がある一方、高校生など

の将来を担う世代は、自分の住んでいる地域に関心を持ち、地域の一員として地域活動に参加し

たいという考えを持っています。このことから、地域と若者（学校）とを結びつける仕組みづく

りが必要です。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  若年者から高齢者に至るまで、市民が互いに思いやり、支え合う地域社会の形成が必要です。 

 主な取組内容 

  早い時期からの地域の福祉活動に関心を持っていただけるよう学校等の関係機関へ働きかけ、

福祉教育を充実させるとともに、様々な世代に参加を呼びかけ、参加しやすい環境づくりを図り

世代間交流を進め、互いを思いやり支え合える地域づくりを支援します。 



- 57 - 

 生活支援体制の整備 

 現状と課題 

  高齢になっても住み慣れた自宅で暮らしたいと多くの方が考える一方で、自宅で生活している

高齢者のほとんどは日常生活に多くの不安や悩みを抱えています。離れて暮らす家族も、万が一

のことを考え不安を感じています。 

  また、コロナ禍により、外出を控える高齢者もおり、地域から孤立する高齢者が発生する可能

性もあることから、アフターコロナにおいては新しい日常を踏まえた見守り活動や悩みを抱え込

まず相談できる環境づくりについても検討が必要となっています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢になっても住み慣れた自宅で安心して暮らし続けられるよう、地域住民、事業者、行政の

それぞれの立場、役割から複層的な見守りや日常生活への手助けを行うことが必要です。また、

支え手側と受け手側に分かれるのではなく、誰もが役割を持ち、活躍できる地域共生社会の実現

を目指します。 

 主な取組内容 

 ① 地域での見守り 

   住民、サロンや老人クラブなどによる日常的な見守りや声掛け、保健師、民生児童委員など

による訪問等により、悩みを抱える方や支援を必要とするひとり暮らし高齢者や高齢世帯の

方々を早期に発見し、適切なサービス提供につなげられるよう、地域や関係機関・各種団体・

事業者などと連携を図るネットワークづくりを進めます。 

   また、突発的な異変を迅速に察知できるよう、宅配業者等の協力による高齢者見守りネット

ワークの拡充に努めます。 

   なお、当地域に合った形でのＩＣＴ（情報通信技術）を活用した見守りの体制についても、

検討を進めてまいります。 

 ② 地域の支え合いの推進 

   ひとり暮らし高齢者や高齢世帯の方々などの孤立や孤独感解消のため、地域住民や町内会、

自治会などとの連携により、市民センターや集会所などを福祉コミュニティーの場として活用

した、地域サロンを開催するなどの交流機会（地域とのつながりづくり）の拡充を支援します。

また、地域の中で「お互い様」という関係性を深め、地域住民一人ひとりの助け合い意識や相

互に支え合う意識の醸成を図り、民生児童委員、保健推進委員、ボランティア団体などとの連

携を進め、「地域や市民がともに支え合う」活動を支援します。 

 ③ 生活支援体制の整備 

   ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯の増加に伴い、公的サービスや介護保険サービスでは

支援しきれない様々な生活上の困りごとが発生しています。 

第３ 地域の見守りや支え合いの基盤づくりに向けて
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案の検討等

   その困りごとは一人ひとりの生活状況や環境等に起因し、買い物や雪かき、移動手段など多

肢にわたるうえ、地域ごとに異なります。そこに住む市民が自らの地域の現状を把握し、課題

を見つけ、自ら解決する取り組みを推進する必要があります。 

   この多様化する生活上や地域福祉に関する課題について、ニーズを把握するとともに課題を

整理しその解決方法について話し合う場を作り、多様な主体の参画により検討を行うことが重

要となっており、この地域課題について話し合う場が必要と考えます。 

   市では、この話し合いの場が市内全域に設置されるよう各地域の既存の団体等に対し働きか

けを行うとともに、一関地区広域行政組合と共同で生活支援コーディネーターを配置し、各地

区の話し合いの場において、地域での互助の仕組みや様々な地域資源を活かした支え合いの地

域づくりについての話し合いがなされるよう支援を行います。 

 ④ 新しい技術や新しい視点を活用した「新しい日常」の推進 

   新しい日常に対応するため、新しい技術や新しい視点を活用した先進的な取り組みを検討し

ます。 

 主な指標 

 ① 地域での見守り 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

高齢者見守りネットワーク協力事業所数 60事業所 68事業所 

② 生活支援体制の整備 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

話し合いの場の設置数 ０箇所 ９箇所 

【見守りネットワーク事業イメージ図】 

【見守りステッカー】 

資料出典：長寿社会課作成 
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 包括的な相談支援体制の充実 

 現状と課題 

  高齢者が安心して日常生活を続けられるようにするには、介護サービスだけでなく、地域の

様々なサービスを活用した相談支援が必要になります。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢者が住み慣れた自宅や地域で安心して生活を続けられるように、地域におけるネットワー

クを構築し、医療、保健、福祉、介護に関するサービスを総合的に提供する地域包括ケアシステ

ムをさらに推進します。 

  また、高齢者本人だけではなく、高齢者のいる世帯の複合的な生活課題にも対応できるよう、

属性や世代を問わない包括的な相談支援体制や地域づくりを実現する「地域包括支援体制」や「重

層的支援体制」の整備に努めます。 

 主な取組内容 

 ① 包括的な相談支援体制「断らない相談」の実施 

   身近なところで在宅介護などの相談や各種サービスの利用手続きができるよう、一関地区広

域行政組合と連携し、市窓口や地域包括支援センターの相談支援体制の充実に努めるととも

に、障がい、児童、生活困窮等の他の分野との連携・協働による、いわゆる「断らない相談」

の実施に向けて取り組みます。 

 ② 地域包括ケアシステムのさらなる推進 

   医療、保健、福祉、介護サービス関係者との連携を強化し、地域全体で高齢者を支える地域

包括ケアシステムについては、日常生活圏域を単位として進めています。その中核を担う地域

包括支援センターについては、適切な設置数や業務量に応じた人員配置等により機能強化を図

ることで、地域包括ケアシステムのさらなる推進を目指します。 

   地域包括ケアシステムの実現の有効な手法である地域ケア会議については、多職種協働によ

る個別事例の検討会を行うとともに、地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域

課題の把握等を推進し、地域づくりや資源開発などの政策提言への取り組みを推進します。 

   地域包括ケアシステムの実現の中軸となる在宅医療・介護連携の推進について、医療と介護

の両方のサービスを必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ことができるように、関係機関が連携し、多職種協働による在宅医療・介護の一体的な提供と、

「一関市医療と介護の連携連絡会」を中心とした顔の見える関係づくり、地域の関係機関の連

携体制の構築を推進します。 
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 ③ 権利擁護の推進  

   高齢者に対する虐待防止や虐待の早期解決に取り組むとともに、消費者被害を防止するた

め、関係機関に注意を促すなど、見守り・相談体制の強化を図ります。 

   また、判断能力が不十分なため財産管理や契約などの法律行為を行うことが困難な人などへ

の支援として、成年後見制度の利用を推進します。 

 災害時における対応の強化 

 現状と課題 

  昨今、全国的に豪雨災害が発生しています。災害時に自ら避難することが難しい方（避難行動

要支援者）の避難支援として、避難行動要支援者名簿の作成に取り組んでおり、避難支援を行う

関係者へ情報提供を行っていますが、災害時に支援が有効に機能するよう、普段からの近所付き

合いや地域行事など平常時からの地域住民の交流を推進する必要があります。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  災害時における避難支援が円滑に行われるために、地域住民が様々な機会を通じて交流し、顔

見知りの関係づくりが促進されるよう、その重要性について意識醸成を図ります。 

  また、自主防災組織等と連携した防災学習や防災訓練等の実施を促進し、市民一人ひとりの防

災意識の高揚や知識の普及に努めます。 

 主な取組内容 

 ① 避難行動要支援者名簿の作成と情報提供 
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   災害時に避難支援が必要な人の把握に努め、避難行動要支援者名簿の作成を進めます。また、

避難を支援する方に対して情報提供を行い、避難行動要支援者一人ひとりに応じた避難支援方

法の検討（個別避難計画の作成）を推進します。 

 ② 災害時の避難支援（名簿の活用） 

   避難行動要支援者と、自主防災組織等の避難を支援する方が参加する名簿を活用した防災訓

練等の実施を促進し、防災意識の高揚と地域における支え合い体制の構築を進めるとともに、

お互いの理解を深める取り組みを推進します。 

 主な指標 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

避難行動要支援者名簿登載者数に対す

る個別避難計画の作成割合 
12.7％ 50.0％ 

  ※ 個別避難計画：避難行動要支援者について、避難支援等を実施するための計画 

 居住等関係施策の推進 

 現状と課題 

  ひとり暮らし高齢者と高齢者のみ世帯の増加に伴い、通院や買い物の移動手段の確保等への取

り組みや多様な住まいニーズへの対応が求められています。市内の養護老人ホームについては、

施設の老朽化が進んできていることから、改築等の施設整備の支援について、検討が必要となっ

ています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢者の移動手段については、既存の福祉サービスだけではなく新しい移動手段の提供を、住

まいづくりのニーズへの対応については、住宅改修への支援を関係機関と連携しながら進めま

す。 

 主な取組内容 

 ① 高齢者の住まい 

   高齢者が住み慣れた自宅で生活が続けられるよう、住宅改修への支援を引き続き実施しま

す。 

   また、高齢者人口の増加に伴い、一定の生活サービスや見守りのある施設への需要増加が見

込まれることから、有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅でのサービスの質の確保や

介護保険事業計画と整合性を図りながら、良質な居住環境の整備について支援を実施します。 

   養護老人ホームへの支援については、今後の人口動態等を考慮して検討します。 

 ② 高齢者の移動手段の確保 

   多様化する課題に対応するため、福祉有償運送などの、これまでの福祉サービスだけでなく、

市民、地域、事業者などが主体となった新たな社会資源（移動支援サービス）の開発・提供に

ついて検討を進めます。 
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   市営バスやデマンド型乗合タクシーの乗り方教室等の実施などによる利用促進を図ります。 

   あわせて、市全体として地域公共交通のあり方についての検討を進めてまいります。 

 主な指標 

区 分 単位 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

有料老人ホーム 床 259 － 

サービス付き高齢者向け住宅 戸 272 － 

養護老人ホーム（定員数） 人 100 100 

生活支援ハウス 床  18 18 

軽費老人ホーム（特定施設を除く） 床  50 50 

  ※ 養護老人ホームの定員数は、こはぎ荘が令和２年度に定員を55人から50人に変更、東山荘

は、令和４年度に定員を60人から50人に変更。 

 感染症対策の徹底 

 現状と課題 

  近年は、新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどの猛威により、日常生活などに多大

な影響を及ぼしています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  一人ひとりが主体的な選択・方法により、日頃から感染対策を実践するように周知・啓発に努

めます。 

 主な取組内容 

 ① 感染症対策の考え方 

   感染症の感染拡大防止対策として、手洗い等の手指衛生、こまめな換気、密集・密接・密閉

のいわゆる「３密」の回避や人と人との距離の確保などは感染防止対策として有効とされてお

り、引続き周知・啓発を行います。 

 ② 見守り活動の実施 

   感染症が拡大した場合、外出の自粛などにより自宅での閉じこもりや地域で孤立する高齢者

が発生することが予想されます。 

   ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯に対し、地域での声かけや見守り活動などを行うこと

により、高齢者の孤立防止に努めます。 
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 ひとり暮らし高齢者等への生活支援サービスの充実 

 現状と課題 

  介護サービスや介護予防サービス等の利用のほか、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の

方等が安心して生活できるよう各種福祉サービスの提供が必要とされています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  ひとり暮らし高齢者等が可能な限り自立し、住み慣れた地域で自分らしく安心して生活できる

よう、福祉サービスの充実に取り組みます。 

 主な取組内容 

 ① 緊急通報システム端末機の貸与 

   ひとり暮らし高齢者、高齢者のみ世帯、身体障害者手帳１級、２級または療育手帳Ａの交付

を受けている方で、突発的に生命に危険な症状が発生する持病のある方等に対して、近隣等の

協力体制のもと、急病や火災などの緊急時に消防署へ通報するための端末機を貸し出します。 

 ② 高齢者福祉乗車券の交付 

   在宅高齢者の社会参加と交流活動の促進を図るため、70歳以上の市内に住所を有する方のう

ち、市民税非課税世帯のひとり暮らし、高齢者のみの世帯に属する方、障がい者用福祉乗車券

の交付を受けている方のみと同居している方にバスやタクシー料金の一部を助成します。 

 ③ 配食サービスの実施 

   概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等で、健康上の理由等により日常の食生活に支援が必要

な方に対し、食事の提供と定期訪問による安否確認を行い、健康で自立した生活を営めるよう

配食サービスを行います。 

 主な指標 

 ① 緊急通報システム端末機の貸与 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

貸与台数 579台 640台 

 ② 高齢者福祉乗車券の交付 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

交付者数 3,447人 4,000人 

 ③ 配食サービスの実施 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

利用人数    162人    180人 

配食数 18,125食 19,000食 

第４ サービスの充実に向けて
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 在宅介護への支援 

 現状と課題 

  介護を要する高齢者が年々増加する中、在宅で介護をしている家族の経済的負担や身体的負担

の軽減を図ることが必要不可欠となっています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  住み慣れた地域で自分らしく安心して生活できるよう、在宅で介護をしている家族の負担の軽

減を図るための支援を行います。 

 主な取組内容 

 ① 介護用品の支給 

   在宅で要介護４、５の方を介護している市民税非課税世帯の家族に対し、経済的負担の軽減

を図るため、介護用品を支給します。 

 ② 在宅寝たきり高齢者等介護手当の支給 

   在宅で要介護４、５の方を介護している家族に対し、経済的、精神的負担の軽減を図るため、

介護手当を支給します。 

 ③ 高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくりの推進 

   要介護、要支援認定高齢者や身体に一定の障がいのある方等が、自宅で安心して暮らすため

に必要な住宅改修（手すりの取付け、段差解消、トイレの洋式化等）を行う場合に、補助対象

工事費の一部を補助します。 

 主な指標 

 ① 介護用品の支給 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

支給者数 129人 140人 

 ② 在宅寝たきり高齢者等介護手当の支給 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

支給者数 737人 760人 

 ③ 高齢者及び障がい者にやさしい住まいづくり推進事業費補助金 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

補助件数 14件 16件 
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 低所得者対策 

 現状と課題 

  ひとり暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が増加傾向にある中で、経済的理由からサービスの利用

を控えている高齢者がいるものと考えられます。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  支援を必要とするすべての高齢者の方が、安心して必要なサービス利用ができるように、引き

続き低所得者対策に取り組みます。 

 主な取組内容 

 ① 社会福祉法人等による利用者負担の軽減制度 

   社会福祉法人などが提供する介護サービスの利用料などを一部軽減し、低所得者の介護サー

ビスの利用を促進します。 

 ② 養護老人ホーム 

   身体的に自立した概ね65歳以上の高齢者の方で、経済的な理由や住宅環境、虐待等により自

宅での生活が困難な方に生活の場を提供します。 

   また、養護老人ホームが有効に活用されるよう、地域包括支援センターや関係機関と情報の

連携を図ります。 

 主な指標 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

社会福祉法人等による利用者負担の軽減者数  57人  57人 

養護老人ホーム措置者数（定員数） 100人 100人 

  ※ 養護老人ホームの措置者数（定員数）は、こはぎ荘50人、東山荘50人で計画。 

 介護サービスの充実 

 現状と課題 

  急速に進む高齢化社会を背景に、介護サービスへの需要と期待が一層高まる中で、さらなる居

宅サービス、施設サービスの拡充が望まれています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  介護を必要とするすべての高齢者が、ニーズに合わせた適切なサービス利用ができる体制が求

められています。 

  また、特別養護老人ホームの入所待機者の解消と在宅で介護サービスがきめ細かに受けられる

体制の充実が求められています。 

 主な取組内容 

  安定的、持続的な介護サービスの提供に努め、今後、増加が見込まれる認知症の人への対応や
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特別養護老人ホームの入所待機者の早期の解消に向けて、第９期介護保険事業計画に基づき、社

会福祉法人等の事業者に対し、介護施設等整備事業費補助金を交付しながら、必要な施設整備を

進めます。 

 主な指標 

区 分 単位 
現状 

(第８期末)※ 

計画 

(第９期末)※ 

介護老人福祉施設（特養・小規模特養） 床 1,141 1,141 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 床  369  378 

小規模多機能型居宅介護 人  128  128 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 事業所   2   2 

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 人   29   58 

  ※介護保険事業計画における各期別計画の末年度 

  第８期末＝令和５年度（2023年度）  第９期末＝令和８年度（2026年度） 

 医療・介護人材の確保 

 現状と課題 

  少子高齢化や要介護高齢者の増加により、全国的に医療・介護人材の不足が課題となっていま

す。当市においても慢性的に医療・介護人材が不足しており、質の高いサービスを安定的に供給

するために、医療・介護人材の確保が急務となっています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  現在、働いている職員が仕事を継続できるよう支援する取り組みのほか、若い世代を対象とし

た将来的な医療・介護人材の育成、職場環境の改善により定着を図る支援など、医療・介護人材

の確保に向けた取り組みを推進します。 

 主な取組内容 

 ① 医療・介護職の確保に向けた取り組み 

   資格を有しない方が働きながら介護職員初任者研修資格を取得できるよう、介護サービス事

業所と連携して取り組むほか、看護師や介護福祉士等の資格取得を目指して進学する学生に対

し、修学資金を貸し付け、修学を容易にすることで、将来、市内の医療機関や介護サービス事

業所で働く医療・介護人材の養成を行います。 

   また、対象資格を有する方で、市内の介護サービス事業所に初めて就職し、今後も継続して

就業する意思のある方に就職奨励金を交付し、介護人材の確保に努めます。 

 ② 医療・介護職の育成・定着に向けた支援 

   現在働いている介護職員が資格を取得し、継続して勤務をすることができるよう、介護職員

初任者研修等の受講費用に対する奨励金の交付や奨学金の返還額に対する補助金の交付を行
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います。 

   また、仕事への意欲の維持、向上や働きやすい職場環境づくりの促進、離職を防ぐことなど

を目的として、医療・介護職員向けに研修会を開催するとともに、研修内容の充実に努めます。 

 ③ 医療・介護職を目指すきっかけづくり 

   子どもの頃からの高齢者との触れ合いや、医療や介護の現場を体験する機会を持つなど、医

療や介護の仕事を若い世代の方に知ってもらい、医療・介護職について考えるきっかけづくり

として、関係機関と連携し、職場体験や出前講座等に取り組みます。 

 ④ 医療・介護職の魅力の発信に関する取り組み 

   医療・介護職の魅力を発信するパンフレットの活用等により、現に勤務する医療・介護職員

の経験や思いを通して医療・介護職の魅力を発信できる機会の確保に努めます。 

 主な指標 （計画値は累計値） 

 ① 医療・介護職員の確保・育成に向けた取り組み 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

医療介護従事者修学資金貸付者数  14人  17人 

介護職員就職奨励金の交付件数 169件 330件 

 ② 医療・介護職員の育成・定着に向けた支援 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

介護職員研修奨励金の交付件数 274件  390件 

介護職員確保奨学金補助件数  61件  110件 

介護従事者向け研修受講者数 748人 1,150人 

 ③ 医療・介護職を目指すきっかけづくり 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

介護担い手育成事業 

（実践介護講座、介護体験セミナー受講者数）
397人 550人 

 認知症に対する正しい理解と知識の普及 

 現状と課題 

  認知症の人は高齢化の進展に伴って年々増加傾向にあり、令和７年（2025年）には、全国で約

700万人前後になり、６５歳以上の約５人に１人が認知症になると見込まれています。 

  認知症になっても尊厳を保ちながら、できるかぎり自宅で、穏やかな生活を送るためには、若

年性認知症を含め、認知症が身近な病気であることや認知症に関する知識を、家族のほか地域や

第５ 認知症の人への支援策の推進に向けて
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周囲の人が正しく理解し、対応することが求められています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  周囲の人が認知症に対して正しい理解と知識を持って、認知症の人と家族を支え、認知症に

なっても自宅で安心して生活できるよう、認知症に対する正しい理解と知識の普及・啓発を図る

とともに、認知症の予防にも積極的に取り組みます。 

 主な取組内容 

 ① 認知症サポーターの養成と活動支援 

   認知症の正しい理解や地域の見守り等を促進するため、認知症サポーターの養成講座を地

域、職場、学校など、多様な機会を捉え開催します。 

   認知症サポーター養成講座の内容にあっては、認知症地域支援推進員等と連携し、受講者の

理解が深まるよう内容の充実に努めるとともに、認知症サポーター養成講座等の修了者が、

様々な場面で活躍できるよう支援します。 

   また、認知症サポーター養成講座の講師役となるキャラバン・メイトの養成にも取り組みま

す。 

 ② 認知症地域支援推進員による支援 

   認知症の人や家族等への相談支援、認知症講話や認知症のパンフレットなどによる情報発

信・関係機関との連携等により、認知症の方やその家族に対し、必要なサービスが適切に提供

されるよう支援します。 

 ③ 若年性認知症に関する知識の啓発 

   若年性認知症は、高齢者の場合と異なり、年齢の若さから多くの人が認知症を疑わなかった

り、様々な要因を考えるため判断が難しいといわれています。若年性認知症についての知識を

持ち、若年性認知症の方の社会参加や就労に向けた支援ができるような体制づくりのため、普

及啓発を図っていきます。 

 ④ 認知症予防の推進 

   運動、生活習慣病の予防、食事、社会参加などが認知機能低下の予防に繋がる可能性が高い

ことから、これらの知識を周知するとともに、地域の介護予防の取り組みを推進するなど、社

会参加を促します。 

 ⑤ 関係機関との連携 

   市内の図書館や市民センターなどと連携し、認知症に対しての理解を深める展示や企画を行

い、認知症についての正しい理解と知識の普及を図っていきます。 

 主な指標 （計画値は累計値） 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

認知症サポーター養成者数 12,476人 15,000人 

キャラバン・メイト養成者数    110人    120人 
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 早期対応の推進 

 現状と課題 

  一関西部地域包括支援センター及び一関東部地域包括支援センターに認知症初期集中支援

チームを設置し、認知症の早期診断、早期対応に向け取り組み、地域全体のサービスの向上に努

めています。 

  認知症は早期対応が進行を抑えることにもつながるため、認知症予防の推進と併せ、認知症の

症状に応じた適切な対応が求められています。 

 あるべき姿（施策の方向性） 

  高齢者の状態変化を速やかに把握できるよう、普段から接している家族やかかりつけ医、看護

師、介護支援専門員、保健師等の相互の連携を図るとともに、認知症初期集中支援チームに適切

につなげ、認知症の早期診断、早期対応が図られるよう努めます。 

 主な取組内容 

 ① 多職種とのネットワーク 

   認知症の早期対応に向けて、地域包括支援センターを中心とした相談・対応窓口を充実する

とともに、かかりつけ医と専門医療機関、並びに医療、保健、福祉、介護の連携の強化を図り

ます。 

 ② 認知症初期集中支援チームによる支援 

   認知症が疑われる人や認知症の方が自立した生活を維持できるように、認知症初期集中支援

チームが早期に継続的、包括的な支援を行い、必要なサービスの提供につなげるよう取り組み

ます。 

 ③ 認知症ケアパスの普及 

   認知症の症状に応じて受けられるサービスや相談機関など、適切なケアの流れを明らかにし

た認知症ケアパス「あんしんガイドブック」を令和元年度に改訂を行いました。認知症の人や

その家族、医療機関、介護関係者等の間で共有され、サービスが切れ目なく提供されるように、

認知症ケアパスの普及を図ります。 

 認知症の人と家族への支援 

 現状と課題 

  認知症の人が増加している中、徘徊や行方不明などの事案が多く発生しています。平成27年12

月から「一関市徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業」を開始し、警察や消防、地域包括支援セン

ターなどと連携し、徘徊発生時の早期発見、保護に取り組んでいます。 

  また、判断能力が低下した状態を家族に相談できず特殊詐欺に巻き込まれたり、認知症の症状

により家族の負担が増えることから、本人やその家族が安心して生活できるような環境整備が求

められます。 
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 あるべき姿（施策の方向性） 

  地域、事業者、行政など関係機関が連携し、認知症の人とその家族を支える体制づくりを推進

します。 

  また、認知症になっても住み慣れた地域で安心して日常生活を送ることができるように、成年

後見制度の利用促進を図り理解を深めるため、研修会や講演会を開催します。 

 主な取組内容 

 ① 認知症の人やその家族の居場所づくり 

   「認知症の人と家族の会」に対して、支援に努めます。 

   また、認知症地域支援推進員を中心に、認知症の方の居場所、地域との交流場所としての役

割を果たす認知症カフェに対して運営を支援するとともに、認知症カフェに関しての情報を発

信し、周知を図ります。 

 ② 関係機関との連携強化 

   徘徊や行方不明時の対応を迅速に行えるよう、徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク事業の周知を

図るとともに、関係機関と連携を強化し、認知症の方とその家族に対する支援体制の強化に取

り組みます。 

 ③ 成年後見制度の利用促進 

   認知症などにより判断能力が不十分となった方の権利を擁護するため、日常生活自立支援事

業の活用（一関市社会福祉協議会が実施）、研修会や講演会の開催による成年後見制度の事業

周知や利用促進を図ります。 
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   また、一関市成年後見制度利用促進計画を基本として、成年後見制度の利用に関する総合支

援機関（中核機関）を設置し、関係機関・団体とのネットワーク構築を進め、市民後見人の育

成や必要な人が適切なタイミングで成年後見制度を利用できる仕組みを構築します。 

 主な指標 

 ① 関係機関との連携強化 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

徘徊高齢者ＳＯＳネットワーク登録者数 107人 120人 

 ② 成年後見制度利用促進 

区 分 現状(令和４年度) 計画(令和８年度) 

成年後見制度利用促進に係る研修会・講演会  0回  2回 
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 第４章 計画の推進にあたって 

 高齢者福祉を推進する上では、市民、介護サービス事業所などの事業者や関係機関、行政が、基

本理念のもとに協働し、それぞれの立場で役割を果たすことが必要です。 

 この章では、市民（地域）、事業者・関係機関、行政が果たす役割を、重点施策ごとに示すことに

よって、本市の高齢者福祉の推進を図り、本計画の基本理念である「みんなが安心して暮らせる笑

顔あふれるまち“いちのせき”」の実現を目指します。 

区  分 役     割 

市 民 （ 地 域 ）
 自らの健康づくりに取り組むとともに、介護予防活動や地域行事に積極

的に参加し、通いの場の運営にも取り組みましょう。 

事業者・関係機関
 介護予防の推進のため、新たなサービス提供や要支援者の自立に向けた

支援を行いましょう。 

行 政
 住民主体の健康づくり活動、介護予防活動への支援を専門職等と連携し

て行い、高齢者の健康づくりと介護予防に取り組みます。 

区  分 役     割 

市 民 （ 地 域 ）  趣味や経験を活かし、地域活動に積極的に参加しましょう。 

事業者・関係機関

 高齢者の社会参加、社会貢献活動を推進するため、活動の支援をすると

ともに、生活支援アシスタントなどのボランティア人材を積極的に受け入

れましょう。 

行 政
 趣味やスポーツ、ボランティア活動、就労などの機会を提供し、高齢者

の生きがいづくりと社会参加を支援します。 

第１ 健康づくりと介護予防・フレイル予防の推進に向けて

第２ 生きがいづくりと社会参加の推進に向けて
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区  分 役     割 

市 民 （ 地 域 ）
 近隣に気になる人や見守りが必要と思われる人がいたら、声かけやごみ

出しなど、自分ができることで支援しましょう。 

事業者・関係機関
 それぞれの役割を果たすとともに、関係機関と連携し、高齢者の在宅生

活を支えましょう。 

行 政

 地域での見守り活動や支え合い活動を支援するとともに、介護保険事業

計画や住宅、地域公共交通などの施策と連携しながら地域での基盤づくり

に取り組みます。 

区  分 役     割 

市 民 （ 地 域 ）  各種サービスの利用が必要な人がいたら教えてあげましょう。 

事業者・関係機関
 質の良いサービスの提供に向け、人材の確保や適正なサービスの提供に

努めましょう。 

行 政  高齢者のニーズを把握し、必要なサービスの実施に取り組みます。 

区  分 役     割 

市 民 （ 地 域 ）
 認知症サポーター養成講座に参加するなど、認知症に対する知識や理解

を深め、認知症の人とその家族をやさしく見守りましょう。 

事業者・関係機関

 認知症の人やその家族の立場に立ったサービスの提供に努め、在宅生活

を支えるとともに、若年性認知症の人などの就労継続にも取り組みましょ

う。 

行 政

 認知症について住民が理解を深められるよう周知していくとともに、医

療機関や介護事業所などと連携しながら、認知症の人とその家族を支援し

ます。 

第３ 地域の見守りや支え合いの基盤づくりに向けて

第４ サービスの充実に向けて

第５ 認知症の人への支援策の推進に向けて
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用語解説 

1あ行            

ＩＣＴ（アイシーティー） 

情報処理、情報通信分野の関連技術の総称。

Information and Communication Technologyの略。 

新しい日常 

  新型コロナウイルス感染症の拡大により生じ

た、長期間にわたって感染拡大を防ぐための対策

を生活の中に定着させた日常のこと。 

いきいき百歳体操 

  米国国立老化研究所が推奨する運動プログラ

ムを参考に、平成14年に高知市が開発したおもり

を使った筋力運動の体操。 

  体操は、椅子に腰掛けた状態で、準備体操、筋

力運動、整理体操の３つの運動により構成される。 

一関市障がい者福祉計画／一関市障がい福祉計画

／一関市障がい児福祉計画 

  本市の障がい福祉施策全般にわたる基本的な

考え方や、障がい福祉サービスに関する具体的な

数値目標などを定めたもの。令和５年度に策定し

た３つの計画を総称して「一関市障がい者プラン

2024」としている。 

  基本的な考え方などを障がい者福祉計画に、具

体的な施策の進め方等は障がい福祉計画に、障が

い児に関する施策の進め方等は障がい児福祉計

画に、それぞれ定める。 

一関市人口ビジョン 

  本市の人口の現状分析を行い、人口に関する市

民の認識を共有し、今後目指すべき将来の方向と

人口の将来展望を示すものとして、本市が策定し

たもの。 

一関市成年後見制度利用促進計画 

  市民が尊厳の在る生活を継続できるよう、その

実現に向け取組む施策を明らかにした計画。 

一関市総合計画 

  本市が目指すまちづくりの方向性を定めると

ともに、市の行財政運営の指針となる計画。 

一関市地域福祉計画 

  本市の保健福祉分野の各個別計画を横断的、体

系的に推進するため、施策の理念や考え方を明ら

かにした保健福祉分野における基本計画。 

一関地区広域行政組合 

  一関市、平泉町で構成し、１市１町の行政事務

の一部を共同で効率よく処理するために設置さ

れた一部事務組合。介護保険事務のほか、ごみや

し尿の処理事務、火葬場の運営などを行っている。 

一般介護予防事業 

  介護予防・日常生活支援総合事業の１つ。 

  65歳以上の全ての高齢者を対象に、介護予防に

関する講演会の開催や、いきいき百歳体操などの

介護予防に取り組む団体に対する講師派遣等に

より、要介護状態等になることの予防を目指す事

業。 

運動器 

  骨格・関節・筋肉・神経など、体を動かすなど

の身体活動を担う身体器官の総称。 

栄養改善 

  高齢者の低栄養状態を早期に発見すると共に、

食べることを通じて低栄養状態を改善し、自分ら

しい生活の確立と自己実現を支援することを目

的として、個別的な栄養相談、集団的な栄養教育

を行うもの。 

ＳＤＧｓ（エスディージーズ） 

「Sustainable Development Goals（持続可能な

開発目標）」の略称であり、2015年９月の国連サ

ミットで採択された国際社会共通の目標のこと。 

  本市では、人口減少・高齢化など社会的課題の

解決と持続可能な地域づくりに向けて、企業・団

体、学校・研究機関、住民などとの官民連携を進

め、日本の「ＳＤＧｓモデル」を世界に発信する

「ＳＤＧｓ日本モデル」宣言に賛同し、ＳＤＧｓ

の推進に取り組んでいる。 

オーラルフレイル 

老化に伴う様々な口腔の状態（歯数・口腔衛生・

口腔機能など）の変化に、口腔健康への関心の低

下や心身の予備能力低下も重なり、口腔の脆弱性

が増加し、食べる機能障害へ陥り、さらにはフレ

イルに影響を与え、心身の機能低下にまでつなが

る一連の現象及び過程。 

1か行 

介護給付 

  要介護状態と認定された者が受ける介護サー

ビスに関わる費用の支給のこと。訪問介護、訪問

入浴介護などの居宅介護サービス費や、認知症高

齢者グループホームなどの地域密着型介護サー

ビス費、介護保険施設などの施設介護サービス費、

居宅介護サービス計画費、高額介護サービス費な

どがある。 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

  要介護者等が自立した日常生活を営むために

必要な援助についての専門的知識及び技術を有

する者として、国家試験に合格かつ実務研修を修

了し、介護支援専門員証の交付を受けた者。 

  要介護者・要支援者からの相談に応じ、要介護

者等がその心身状態に応じて適切な介護サービ

スを利用できるよう、市町村や介護サービス事業

所などと連絡調整等を行う。 
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介護職員初任者研修 

  介護を行う者に必要とされる最低限の基礎知

識及び生活支援技術の習得や介護を行うにあ

たっての考え方、プロセスを身につけるための研

修で、130時間の研修と修了試験で構成される。 

介護福祉士 

  社会福祉士及び介護福祉士法に基づく国家資

格で、高齢者や障がい者など、日常生活を営む上

で支障がある方の介護や介護者への指導を行う

専門職。 

介護保険事業計画 

  厚生労働大臣が定める基本指針に沿って、市町

村が定める介護保険事業に係る保険給付の円滑

な実施に関する計画。この計画は、３年を一期と

して定めることとされており、介護給付など対象

サービス量の見込み並びにその見込量の確保の

ための方策、地域支援事業に要する費用の額並び

に地域支援事業の量の見込み及びその見込量の

確保のための方策などを定めている。 

介護保険施設 

  介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）、介護

老人保健施設、介護医療院のこと。 

介護予防支援 

  要支援１、２の認定を受けた方が、自宅で介護

予防のためのサービスを利用する場合に、ケアプ

ラン（介護予防サービス計画）の作成やサービス

事業所との連絡・調整などを行うサービス。 

介護予防・生活支援サービス事業 

  介護予防・日常生活支援総合事業の１つ。 

  要支援者等の多様な生活支援ニーズに対応す

るため、これまでの介護予防訪問介護などのサー

ビスのほか、地域における住民主体の支援等、多

様なサービスを制度として行うもの。 

介護予防・日常生活支援総合事業 

  高齢者が安心して自立した日常生活を送るた

め、65歳以上の方を対象に、地域資源を活かした

多様なサービスをその人の状態や必要性に合わ

せて提供することを目的とした事業。本市では平

成29年４月から開始した。 

  要介護認定を受け要支援と認定された方及び

基本チェックリストで事業対象者と判定された

方が利用できる「介護予防・生活支援サービス事

業」と、65歳以上の全ての人が利用できる「一般

介護予防事業」がある。 

介護療養型医療施設 

  療養病床等に入院する要介護者に対して、施設

サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、

医学的管理下における介護、機能訓練その他必要

な医療並びに日常生活上の世話を行う施設。 

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

  入所する要介護者に対して、施設サービス計画

に基づいて、入浴、排泄、食事などの日常生活上

の世話や、機能訓練、健康管理及び療養上の世話

などの介護サービスを提供する施設。自宅では介

護が難しい常に介護が必要な方で、原則として要

介護３以上の方が対象となる。 

介護老人保健施設（老人保健施設） 

  入所する要介護者に対して、施設サービス計画

に基づいて、看護、医学的管理下における介護、

機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の

世話を提供する施設として、都道府県の許可を受

けたもの。病状が安定し、リハビリに重点を置い

た介護が必要な方が対象となる。 

基本チェックリスト 

  介護の原因となりやすい生活機能低下の危険性がな

いかを確認するための、運動、口腔、栄養、物忘れ、う

つ症状、閉じこもり等の全25項目の質問表。 

  要介護認定で要支援と認定された人のほか、本

リストにより事業対象者と判定された人が、介護

予防・生活支援サービス事業を利用できる。 

キャラバン・メイト 

  認知症の人や家族が安心して暮らせる地域づ

くりの推進を図るため、国が展開している「認知

症サポーターキャラバン」事業の趣旨を踏まえ、

地域で「認知症サポーター養成講座」を企画・開

催する講師役のこと。 

居宅介護支援 

  自宅で暮らす要介護１～５の認定を受けた方

が、その心身の状況や置かれている環境などに応

じて適切な介護サービスを総合的かつ効果的に

受けられるよう、ケアプラン（居宅サービス計画）

を作成し、サービス事業所等との連絡・調整など

を行うサービス。 

居宅サービス 

  自宅にいながら利用できる介護サービスのこ

と。施設に入っていても、そこが居宅とみなされ

る場合は利用できる。 

  具体的には、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看

護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、

通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生

活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活

介護、福祉用具貸与及び特定福祉用具販売をいう。 

居宅療養管理指導 

  自宅で暮らす要介護者等に対して、病院や診療

所、薬局の医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士

等が行う療養上の管理及び指導のこと。 

ケアプラン（サービス計画）

  要支援又は要介護の認定を受けた方が、本人や

家族の状況や希望に沿った介護サービスを利用
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できるよう、利用する介護サービスの種類や内容

を定めた計画のこと。 

  本人等の依頼を受けて介護支援専門員（ケアマ

ネジャー）が作成するほか、介護サービスの種類

によっては自分で作成することができる。 

ケアマネジメント 

  複合的なニーズをもつ高齢者や障がい者のた

めに、個々人のニーズを総合的に評価し、保健・

医療・福祉など多様なサービスを組み合わせ、

サービス提供後も継続的にフォローして必要な

変更を行う一連の専門的援助方法。 

軽費老人ホーム（ケアハウス） 

  老人福祉法において規定されている老人福祉

施設の一種。ケアハウスは軽費老人ホームの一形

態。身体機能の低下があり、独立して生活するに

は不安があると認められる高齢者で、家族の援助

を受けることが困難な方に対し、食事、入浴等の

援助を行う施設。 

健康いちのせき21計画（第二次） 

  市民が主体となって「健康長寿のまちづくり」

に取り組む行動指針とするための計画であり、健

康増進法第８条第２項に規定される市町村健康

増進計画。 

権利擁護 

  その人がその人らしく生きていくために、権利

を主張し獲得していくもの、あるいは認知症や知

的障がいにより自分の権利を主張できない人の

権利や利益を代弁し、守っていくこと。 

高額介護（予防）サービス費 

  要介護者、要支援者が支払った居宅サービス、

地域密着型サービス又は施設サービスの自己負

担額（日常生活費等を除く。）などが、一定の限度

額を超えたときに、超えた分が介護保険制度によ

り支給される。 

口腔機能 

  食べ物をかみ砕いたり、飲み込んだりする機能

や、発音などの機能。 

  脳血管疾患等の病気や加齢により機能低下と

なる。 

国勢調査 

  日本に住んでいる全ての人及び世帯を対象と

する国の最も重要な統計調査で、国内の人口や世

帯の実態を明らかにするため５年ごとに行われ

る調査。 

断らない相談窓口 

  地域生活課題を抱える地域住民及びその家族

等からの相談に包括的・継続的に応じ、福祉サー

ビスの情報提供や関係機関との連絡調整等、各法

の事業を一体的に行う相談体制。 

コロナ禍 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大が招い

た災難や危機的な状況のこと。 

1さ行

サービス付き高齢者向け住宅 

  高齢者の居住の安定を確保することを目的に、

平成23年に施行された「高齢者住まい法」の改正

により創設された施設（住宅）。バリアフリー構造

等を有し、医療と介護の連携により高齢者を支援

する。 

施設サービス 

  介護保険施設で提供されるサービスで、介護福

祉施設サービス、介護保健施設サービス及び介護

医療院サービスをいう。 

実務者研修 

  ３年以上の実務経験がある方が介護福祉士国

家試験を受験するために必要となる研修で、期間

は６か月以上、授業は450時間以上と設定されて

おり、修了した場合、介護福祉士国家試験の実技

試験が免除される。 

市民後見人 

  親族以外の市民による後見人のこと。 

  専門的な資格を有しない市民が、権利擁護の視

点や成年後見制度等の知識を学び、家庭裁判所か

ら選任されたうえで、関係機関の支援や監督を受

けつつ後見活動を行う。本人と同じ地域に居住す

る市民が後見人となることで、地域のネットワー

クを利用した地域密着型の支援ができるという

利点がある。 

若年性認知症 

  65歳未満で発症する認知症のこと。仕事、家事、

子育ての主力世代に発症するため、認知症高齢者

とは異なる課題を抱える事が多い。 

重層的な支援体制 

  複合・複雑化した生活課題に対応するため、相

談者の属性や相談内容によらない包括的・継続的

な相談支援、地域資源を活用した参加型支援、福

祉各法における地域づくり事業の一体的実施、関

係機関の協働による支援等により、包括的な支援

体制を整備するもの。 

住宅改修 

  自宅で暮らす要介護者等が、手すりの取付け、

段差の解消など、厚生労働大臣が定める種類の住

宅の改修を行ったときに、居宅介護住宅改修費等

の支給を受けられる。 

住民基本台帳 

  市町村長が、住民基本台帳法第６条第１項によ

り、住民全体の住民票（個人を単位として作成）

を世帯ごとに編成し作成する公簿。 
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小規模多機能型居宅介護 

  自宅で暮らす要介護者等が、居宅において「通

い」「訪問」「泊まり」を組み合わせながら、一体

的に入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上

の世話及び機能訓練を受けるサービスのこと。 

生活機能 

  歩行、食事、排泄、入浴および着脱衣などの日

常生活を独力で営む能力のこと。

生活支援アシスタント 

  一関市及び平泉町に居住する概ね60歳以上の

人のうち、介護保険施設等でボランティア活動を

行う意思のある方で、生活支援アシスタント養成

研修を修了した人。 

生活支援コーディネーター 

  地域における高齢者の生活支援や介護予防（見

守り、安否確認、配食、家事援助、交流の場、外

出支援等）のニーズを把握し、支え合い体制や

サービス提供のコーディネートを行う人。 

生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター） 

  高齢等のため、居宅において生活することに不

安がある者に対し、必要に応じ一定期間の住居を

提供する施設。 

生活習慣病 

  食習慣、運動習慣、休養、喫煙、飲酒などの生

活習慣が発症原因に深く関与していると考えら

れている疾患の総称で、がん、脳卒中、心臓病、

Ⅱ型糖尿病、肥満症、高脂血症、大腸がん、慢性

気管支炎、肺気腫、歯周病、アルコール性肝疾患、

循環器病などがあげられる。 

  生活習慣が要因となって発症したり、進行した

りする病気で、加齢や遺伝的な体質も生活習慣病

を引き起こす要因となる。生活習慣が病気の発症

や進行を左右するということは、逆にいえば、生

活習慣に気をつけたり、改善することで病気を予

防したり、発症や進行を遅らせたりできる。 

生産年齢人口 

  生産活動の中心となる年齢で、総務省統計局に

よる労働力調査の対象となる15歳以上65歳未満

の人口。 

成年後見制度 

  認知症の人、知的障がい者及び精神障がい者等

判断能力が不十分となった人の財産管理や、介護、

施設への入退所などの生活に配慮する身上監護

を、本人に代わって法的に代理や同意、取消しを

する権限を与えられた成年後見人等が行うこと

によって、本人の利益を保護し、権利が守られる

よう支援する制度。 

措置（制度） 

  法の規定により、市町村等が職権により必要性

を判断し、サービスの種類や提供機関を決定する

仕組みのことで、社会福祉施設等に利用者を入所

させたり、その他の処置を行うこと。 

1た行                     

短期入所（ショートステイ） 

  自宅で暮らす要介護者等について、介護老人福

祉施設や介護老人保健施設などに短期間入所さ

せ、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上

の世話及び機能訓練を行うサービス。 

地域共生社会 

  高齢者、障がい者、子どもなど、これまでの対

象者ごとの制度などを超えて、地域住民や地域の

多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、

人と資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つなが

ることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、

地域をともに作っていく社会のこと。 

地域協働体 

  市民、各種団体、民間事業者（企業）などの多

様な主体が、地域において互いに、又は、行政と

地域の特性や課題などを共有した上で、役割を分

担しながら、地域課題の解決や地域の実情に沿っ

た協働のまちづくりを進めるための推進組織。 

地域ケア会議 

  市や地域包括支援センターが主催し、医療職や

介護職などの多職種が協働して、高齢者の個別課

題の解決を図り、個別ケースの検討を通じた課題

分析を行うことにより、地域の共通課題の明確化

や課題解決に向けた政策形成を行うための会議。 

地域支援事業 

  介護予防の重点化と地域包括ケアシステムの

推進のため、介護保険事業として、全ての高齢者

を対象に行われる事業のこと。 

  従来は、介護予防教室の開催などの介護予防事

業と、地域包括支援センターの設置などの包括的

支援事業、地域の実情に応じた事業を行う任意事

業の３区分だったが、法改正により、介護予防事

業が介護予防・日常生活支援総合事業に移行し、

より広い枠組みの中で地域の実情に応じた多様

な事業が行えるようになった。 

地域包括ケアシステム 

  介護が必要な状態になっても、尊厳を保ちなが

ら、住み慣れた地域で自立した生活を送ることが

できるように、医療、介護、予防、住まい及び生

活支援サービスが日常生活の場で切れ目なく提

供できる地域での体制づくりのこと。 

地域包括支援センター 

介護保険法で定められた、地域住民の保健福 

祉・医療の向上、虐待防止、介護予防マネジメン

トなどを総合的に行う機関。センターには、保健

師、主任ケアマネジャー、社会福祉士が置かれ、
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専門性を生かして相互連携しながら業務にあたる。

要支援認定を受けた者の介護予防マネジメントを

行う介護予防支援事業所としても機能する。 

地域密着型通所介護（小規模デイサービス） 

  自宅で暮らす要介護者等について、老人デイ

サービスセンターに通わせ、食事、入浴、レクリ

エーション、排泄、機能訓練などを行うサービス

のうち、定員が19人未満のもの。 

地域密着型サービス 

  要介護者等が住み慣れた地域での生活を継続

できるよう、地域特性に応じた柔軟なサービスを

行うことを目的としたサービスの総称。市町村が

事業者の指定や指導監督等を行う。 

  地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、

小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活

介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護などがある。 

  施設の規模は小さく、利用対象者はその市町村

に居住する方となっているため、利用者のニーズ

にきめ細かく応えられることが利点となってい

る。 

超高齢社会 

  総人口に占める65歳以上人口の割合である高

齢化率が21％を超えた社会のこと。 

  なお、高齢化率が７～14％は高齢化社会、14～

21％は高齢社会と分類される。 

通所介護（デイサービス） 

  自宅で暮らす要介護者等について、老人デイ

サービスセンターに通わせ、食事、入浴、レクリ

エーション、排泄、機能訓練などを行うサービス。

自宅に閉じこもりがちな要介護者がデイサービ

スを利用することで、心身状態の維持や向上が図

れるほか、要介護者の家族の介護による心身の負

担を軽減させることを目標としている。 

通所リハビリ（通所リハビリテーション） 

  自宅で暮らす要介護者等について、介護老人保

健施設、病院、診療所等に通わせ、理学療法、作

業療法その他必要なリハビリテーションを行う

サービス。 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

  自宅で暮らす要介護者について、日中・夜間を

通じて、訪問介護と訪問看護が一体的にまたは密

接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の対応を

行うサービス。地域密着型サービスの一つ。 

デマンド型乗合タクシー 

  利用者からの事前予約を受けて運行する乗合

型のタクシーのこと。 

特定健康診査（特定健診） 

  厚生労働省により、平成20年４月に実施が義務

づけされた、メタボリックシンドロームに着目し

た生活習慣病予防のための健診。 

特定施設入居者生活介護 

  特定施設入居者生活介護事業所の指定を受け

た有料老人ホーム等の施設において、入居してい

る要介護者等に、入浴、排泄、食事等の介護その

他の日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世

話を行うサービス。要介護者のみを対象とする

「介護専用型」と要介護者に加えて要支援者や自

立も対象とする「混合型」の２類型がある。 

特定福祉用具販売 

  自宅で暮らす要介護者等が、日常生活の自立を

助けるため、腰掛便座、入浴補助用具、簡易浴槽

など５種類の福祉用具を購入する場合に、購入費

の支給を受けられる。 

特定保健指導 

  特定健診の結果から、生活習慣病の発症リスク

が高く、生活習慣の改善による生活習慣病の予防

効果が多く期待できる人に対して、専門スタッフ

（保健師、管理栄養士など）が生活習慣を見直す

サポートを行うこと。 

1な行                     

日常生活自立支援事業 

  認知症や知的障がい、精神障がいのために判断

はできるもののその判断に不安のある人が、自立

して地域生活を営めるように、福祉サービスの手

続きの援助や日常の金銭管理を行うことによっ

て、在宅生活を支援する制度。（旧名称：地域福祉

権利擁護事業） 

認知症 

  いろいろな原因で脳の細胞が死んでしまった

り働きが悪くなったために、様々な障がいが起

こっている状態。記憶障害や見当識障害、判断力、

実行機能の低下などの中核症状と、うつ状態や妄

想など日常生活への適応を困難にする周辺症状

がある。 

認知症カフェ 

  認知症の人や家族、地域住民、専門職などが集

い、交流や情報交換などを通じ、情報を共有し、

お互いを理解しあう場。定期のイベントとして開

催される事が多く、誰でも気軽に参加できること

が多い。 

認知症ケアパス 

  認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で暮

らし続けることができるよう、認知症の状態に応

じて、その地域で受けられるサービスや相談機関

の連絡先、適切なケアの流れなどの情報をまとめ

たもの。 

認知症高齢者の日常生活自立度 

  認知症高齢者の介護の必要度を客観的かつ短
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期間に判定することを目的に作成された基準の

こと。 

認知症サポーター 

  認知症を正しく理解し、認知症の人や家族を温

かく見守る応援者として、日常生活の中での支援

をする人のこと。友人や家族にその知識を伝えた

り、隣人として、あるいは商店街、交通機関等、

まちで働く人として活動する。 

認知症初期集中支援チーム 

 複数の専門職が、認知症と疑われる人やその家

族などを訪問し、日常生活のための課題把握や家

族支援など、初期段階の支援を包括的、集中的に

行い、自立生活のサポートを行う専門チーム。 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

  認知症の要介護者等が少人数で共同生活を営

む施設で、入浴、排泄、食事などの日常生活上の

介護や機能訓練を受けるサービス。地域密着型

サービスの一つ。 

認知症対応型通所介護 

  自宅で暮らす認知症の要介護者等について、老

人デイサービスセンターなどに通い、入浴、排泄、

食事などの日常生活上の介護や機能訓練を行う

サービス。地域密着型サービスの一つ。 

認知症地域支援推進員 

  医療機関や介護サービス及び地域の支援機関

との連携を図るための支援や、認知症の人やその

家族を支援する相談業務を担う。 

1は行                    

避難行動要支援者 

  災害時に自力での避難が難しく、第三者の手助

けが必要な高齢者、障がい者、難病患者など、円

滑かつ迅速に避難するために、特に支援を要する

人。

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 

  小規模多機能型居宅介護と訪問看護の組み合

わせにより、「通う」「訪問」「泊まる」の複数

のサービスが、医療と介護とで一体的に提供され

る複合型サービス。 

  医療ニーズの高い要介護者にとっては、ニーズ

に応じて柔軟に支援を受けられ、事業者にとって

は、柔軟な職員配置が可能になるなどの利点があ

る。 

福祉有償運送 

  特定非営利活動法人などが、高齢者や障がい者

などに、自家用自動車等を使用して安い料金で送

迎するサービス。 

福祉用具貸与 

  自宅で暮らす要介護者等の日常生活の自立を

助けるための、車いす、特殊寝台、手すり、歩行

器などの厚生労働大臣が定める福祉用具。要介護

者等が貸出を受ける場合、費用を対象に支給を受

けられる。 

フレイル 

  日本老年医学会が提唱した、要介護状態に至る

前段階として位置づけられる、身体的脆弱性のみ

ならず精神心理的脆弱性や社会的脆弱性などの

多面的な問題を抱えやすく、自立障害や死亡を含

む健康障害を招きやすいハイリスクな状態のこ

と。 

訪問介護（ホームヘルプサービス） 

  自宅で暮らす要介護者について、介護福祉士等

により、入浴、排泄、食事などの介護その他日常

生活上の世話を行うサービス。 

訪問看護 

  自宅で暮らす要介護者等について、看護師等に

より、療養上の世話又は必要な診療の補助を行う

サービス。 

訪問入浴介護 

  自宅で暮らす要介護者等について、浴槽を提供

して入浴の介護を行うサービス。 

訪問リハビリ（訪問リハビリテーション） 

  自宅で暮らす要介護者について、自宅を訪問し、

理学療法、作業療法その他必要なリハビリテー

ションを行うサービス。 

保険給付費 

  本計画においては、介護保険事業における保険

給付費のことをいう。 

  要介護状態と認定された人が受ける介護サー

ビスに係る介護給付の費用、要支援状態と認定さ

れた人が受ける介護予防サービスに係る予防給

付の費用などが含まれる。 

1ま行                     

メタボリックシンドローム 

  内臓に脂肪が蓄積した状態に、高血糖や高血圧、

脂質代謝異常のうち２つ以上の症状が一度に起

こり、脳卒中（脳血管疾患）や心疾患など、動脈

硬化疾患を招きやすい状態。 

1や行                     

有料老人ホーム 

  高齢者を入居させ、入浴、排泄、食事の介護、

食事の提供、日常生活上必要な支援を提供する、

民間の事業活動として運営される施設。 

要援護高齢者 

  身体的または精神的、経済的な困難があり、他

者の援助がなければ日常生活を営むのに支障が
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ある高齢者のこと。 

要介護（支援）認定 

  介護保険による給付を受けたい場合に受ける、

要介護（支援）者に該当すること及びその該当す

る要介護（支援）状態の区分についての市町村の

認定。要支援１、２、要介護１～５の区分がある。 

  本市では一関地区広域行政組合が業務を担う。 

養護老人ホーム 

  環境上の理由や経済的理由により、家庭での生

活が困難な高齢者を入所させて、養護することを

目的とする入所施設。 

ら行                     

老人福祉センター 

  地域の高齢者に対して、無料又は低額な料金で

各種の相談に応じたり、健康増進、教養向上、各

種レクリエーションを行う老人福祉法に基づく

老人福祉施設。 

ロコモティブシンドローム 

  日本整形外科学会が提唱した、加齢に伴う筋力

の低下や関節や脊髄の病気、骨祖しょう症などに

より、運動器の機能が衰えて、移動機能が低下し

た状態（要介護や寝たきり）のこと。 
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 （敬称略、選出規定順の50音順） 

番号 所   属 役 職 氏  名 選 出 規 定 

１ 一関市保健推進委員連絡協議会 副会長 浦野 清子 
 医療保健機関、 

医療保健団体等の関係者 

２ 一関市医師会 副会長 佐藤 隆次 
 医療保健機関、 

医療保健団体等の関係者 

３ 一関歯科医師会 理事 村上 哲 
 医療保健機関、 

医療保健団体等の関係者 

４ 一関市民生児童委員連絡協議会 事務局長 阿部 信一 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

５ 一関地区 認知症の人と家族の会 世話人 岩渕 松義 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

６ 両磐ブロック高齢者福祉協議会 副会長 小野 秀尚 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

７ 両磐地区介護支援専門員協議会 会長 神崎 浩之 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

８ 一関市老人クラブ連合会 事務局長 斎藤 郁二 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

９ 一関市シルバー人材センター 事務局長 鈴木 修 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

10 一関ボランティア団体連絡協議会 副会長 須藤 信子 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

11 一関市社会福祉協議会 介護事業課長 村上 秀昭 
 福祉施設、 

福祉団体等の関係者 

12 いちのせき市民活動センター センター長 小野寺 浩樹 
 その他市長が必要と 

認めた者 

13 
学識経験者（岩手県立大学社会福

祉学部社会福祉学科） 
教授 齋藤 昭彦 

 その他市長が必要と 

認めた者 

14 一関市地域婦人団体協議会連合会 会長 館澤 敏子 
 その他市長が必要と 

認めた者 

15 一関地区広域行政組合 介護保険課長 千葉 信子 
 その他市長が必要と 

認めた者 

16 まちづくりスタッフバンク  千葉 真美子 
 その他市長が必要と 

認めた者 

17 県南広域振興局 保健福祉環境部 長寿社会課長 西崎 裕永 
 その他市長が必要と 

認めた者 

18 まちづくりスタッフバンク  沼倉 恵子 
 その他市長が必要と 

認めた者 

19 一関市行政区長会連絡協議会 副会長 蜂谷 幸夫 
 その他市長が必要と 

認めた者 

20 
岩手県建築士事務所協会（一級建

築士事務所村上設計研究所） 

（副所長） 
村上 裕子 

 その他市長が必要と 

認めた者 

一関市高齢者福祉計画策定委員名簿 
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（平成23年８月23日制定） 

（平成29年４月１日一部改正） 

 （設  置） 

第１ 高齢者福祉計画（以下「計画」という。）を策定するため、一関市高齢者福祉計画策定委員

会(以下「委員会」という。)を設置する。 

 （所掌事項） 

第２ 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

 計画の策定に関する基本的事項について検討すること。 

 その他計画の策定に必要な事項に関すること。 

 （組  織） 

第３ 委員会は、委員20人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから市長が委嘱又は任命す

る。 

 医療保健機関、医療保健団体等の関係者 

 福祉施設、福祉団体等の関係者 

 その他市長が必要と認めた者 

 一般公募による者 

２ 委員の任期は、委嘱の日から計画の策定の日までとする。 

 （委員長及び副委員長） 

第４ 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （会  議） 

第５ 委員会は、必要に応じて市長が招集する。 

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

 （庶  務） 

第６ 委員会の庶務は、長寿社会課において処理する。 

 （補  則） 

第７ この要綱の定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

一関市高齢者福祉計画策定委員会設置要綱




